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1 計画の目的 

(1) 計画の背景と目的 

住生活基本計画は、住宅政策の指針となるマスタープランとして、地域の特性に応じた住生活の課題に対応し、施策の方向性を明確にするための計画です。 

国は、住生活基本法に基づき策定された平成 28（２０１６）年から令和７（２０２５）年までを計画期間とする「住生活基本計画（全国計画）」を、政策評価や社会経済情勢の変化等を踏まえて、令和３（２０２１）年３月に見直しました。 

本市においても、人口減少や少子高齢化の進行、近年の大規模災害の発生、新型コロナウイルス感染症拡大など様々な社会背景を踏まえ、変化・多様化するニーズに対応した住環境づくりを推進していくことが必要となっています。

このことから、令和２（２０２０）年３月に制定した「高松市豊かな住まいづくり条例」の理念や、全国計画、県計画、本市の住生活・住環境を取り巻く状況の変化を踏まえた上で、「高松市住生活基本計画」を策定し、豊かな住生活の実現に

向けた住宅施策を推進していくことを目的とします。 

 

(2) 計画の位置付け 

「高松市住生活基本計画」は、本市における住宅施策の総合的な方針として位置付けられます。 

本計画の策定にあたっては、「第 6 次高松市総合計画」や「高松市都市計画マスタープラン」、「多核連携型コンパクト・エコシティ推進計画」等の計画を踏まえるととともに、「住生活基本法」や「住生活基本計画（全国計画）」、県の「香

川県住生活基本計画」等との整合性に配慮します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 計画期間 

本計画は令和 4（2022）年度から令和 13（2031）年度までの 10年間とします。 

ただし、社会情勢の変化などに柔軟に対応していくため、必要に応じて、おおむね 5年ごとに計画の見直しを図ります。 

 

  

【 高 松 市 】 

［関連計画］ 

〇高松市都市計画マスタープラン 

〇多核連携型コンパクト・エコシティ 

推進計画 

〇高松市立地適正化計画 

〇高松市中心市街地活性化基本計画 

〇高松市空家等対策計画 

〇高松市市営住宅長寿命化計画 

〇高松市耐震改修促進計画 

〇高松市地域福祉計画 

〇高松市高齢者保健福祉計画 

〇高松市子ども・子育て支援推進計画 

〇たかまつ障がい者プラン   等 

【 国 】 

高松市 

住生活基本計画 

（R4～R13） 

住生活基本計画（全国計画） 

第 6次高松市総合計画（H28～R5） 

高松市まちづくり戦略計画（第 3期） （R2～R4） 

即す 

即す 

住生活基本法 

即す 

即す 

高松市 

豊かな住まいづくり条例 

（第 6条規定） 

即す 
連携 

【 香 川 県 】 
整合 

香川県住生活基本計画 
実施 

計画に基づく住宅施策の展開 
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2 住生活に関わる現状と課題 

(1) 住宅・住環境に関する上位・関連計画 

① 国・香川県における関連法令・計画等 

主な関連法令 

ア 空家等対策の推進に関する特別措置法 

（平成 26（２０１４）年施行） 

適切な管理が行われていない空き家等が防災、衛生、景観等の地域住

民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることを背景に、国による基本指

針や市町村による計画の策定、空き家等についての情報収集や実態調査、

空き家等及びその跡地の活用促進、特定空家等に対する措置、地方自治

体への財政上の措置及び税制上の措置等を定めた法律です。 

イ 子ども子育て支援法など（関連 3法） 

（平成 24(2012)年施行） 

平成 24（２０１２）年に成立した「子ども・子育て支援法」、「認定こども園

法の一部改正」、「子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正法

の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の子ども・子育て関連 3 法

のことで、保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的

認識の下に、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合

的に推進するものです。認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給

付及び小規模保育等への給付、認定こども園制度の改善、地域の実情に

応じた子ども・子育て支援の充実等が新制度として設けられました。 

ウ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律 

（平成 21（２００９）年施行） 

ストック活用型の社会への転換を目的として、長期にわたり住み続けら

れるための措置が講じられた優良な住宅（＝長期優良住宅）を普及させる

ための法律です。長期優良住宅とは、長期にわたり良好な状態で使用する

ための措置がその構造及び設備に講じられた優良な住宅のことであり、長

期優良住宅の建築および維持保全の計画を作成して所管行政庁に申請す

ることで、基準に適合する場合には認定を受けることができます。 

エ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律 

（平成 19（２００７）年施行） 

高齢者、低額所得者、子育て世帯等の住宅確保要配慮者増加が見込ま

れ、住宅セーフティネットの確保が政策課題となっている一方、住宅ストック

は、空き家等の増加が見込まれており、有効活用が課題となっています。こ

のため、空き家等を活用した住宅セーフティネット機能の強化を図るため、

民間の空き家・空き室を活用して、住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃

貸住宅の登録制度を創設するなど、住宅セーフティネット機能を強化する

ための法律です。 

オ 住生活基本法(平成 18（２００６）年施行) 

住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策について、基本理念を

定め、並びに国及び地方公共団体並びに住宅関連事業者の責務を明らか

にするとともに、基本理念の実現を図るための基本的施策、住生活基本計

画その他の基本となる事項を定めることにより、住生活の安定の確保及び

向上の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって国民生活

の安定向上と社会福祉の増進を図るとともに、国民経済の健全な発展に寄

与することを目的としています。 

カ 都市再生特別措置法（平成 14（２００２）年施行） 

近年における急速な情報化、国際化、少子高齢化等の社会経済情勢の

変化を踏まえ、情勢の変化に対応した都市機能の高度化及び都市の居住

環境の向上を図るため、都市の再生の推進に関する基本方針等について

定めるとともに、都市再生緊急整備地域における市街地の整備を推進する

ための民間都市再生事業計画の認定、都市計画の特例等の特別の措置を

講じ、もって社会経済構造の転換を円滑化し、国民経済の健全な発展及び

国民生活の向上に寄与することを目的とします。令和 2（２０２0）年の改正

では、「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりに向けた支援制度などが

定められました。 

キ 高齢者の居住の安定確保に関する法律 

（平成 13（２００１）年施行） 

高齢者に必要な福祉サービスの提供を受けることができる良好な居住環

境を備えた高齢者向けの賃貸住宅等の登録制度を設けるとともに、良好な

居住環境を備えた高齢者向けの賃貸住宅の供給を促進し、高齢者に適し

た良好な居住環境が確保され高齢者が安定的に居住することができる賃

貸住宅について確保を図るための法律です。平成 21（２００９）年の改正で

は高齢者居住安定確保計画の枠組みの創設、平成 23（２０１１）年の改正で

はサービス付き高齢者向け住宅制度の創設が行われるとともに平成 28（２

０１６）年の改正では市町村においても高齢者居住安定確保計画を定め、

サービス付き高齢者向け住宅の登録基準の強化・緩和等を行うことが可能

となりました。 

ク 建築物の耐震改修の促進に関する法律 

（平成7（１９９５）年施行） 

建築物の耐震化を促進するため、平成 25（２０１３）年の改正において

は、大規模建築物等に対する耐震診断の義務付け、耐震化の努力義務対

象となる建築物の範囲拡大、耐震改修計画の認定基準緩和等、耐震性に

係る表示制度及び区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定制度

の創設などの改正が行われました。また、平成 31（２０１９）年の改正におい

ては、避難路沿道の一定規模以上のブロック塀等について、建物本体と同

様に、耐震診断の実施及び診断結果の報告が義務付けられるようになりま

した。 

ケ 都市計画法（昭和 44（１９６９）年施行） 

都市計画の内容及びその決定手続、都市計画制限、都市計画事業その

他都市計画に関し必要な事項を定めることにより、都市の健全な発展と秩

序ある整備を図り、国土の均衡ある発展と公共の福祉の増進に寄与するこ

とを目的としています。都市計画は、都道府県が指定した「都市計画区域」

に定めるものとし、都市計画の決定手続、市街化区域・市街化調整区域、

用途地域等の指定、都市計画事業の認可や施行、開発許可制度などの都

市計画制限などについて定めています。 
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計 画 

ア 住生活基本計画（全国計画：R3.3.19改定）（令和３（2021）年度～令和 12（２０３０）年度） 

住生活基本法に基づき、住生活の安定の確保と向上の促進のための基本的施策を定める計画です。令和の新たな時代における住宅政策の目標を、「３つの視点」及び「８つの目標」として示しています。 

【①「社会環境の変化」の視点】 

目標１ 新たな日常、DXの推進等 

目標２ 安全な住宅・住宅地の形成等 
 

【②「居住者・コミュニティ」の視点】 

目標３ 子どもを産み育てやすい住まい 

目標４ 高齢者等が安心して暮らせるコミュニティ等 

目標５ セーフティネット機能の整備 
 

【③「住宅ストック・産業」の視点】 

目標６ 住宅循環システムの構築等 

目標７ 空き家の管理・除却・利活用 

目標８ 住生活産業の発展 
 

イ 香川県住生活基本計画（平成 28（２０１６）年度～令和７（２０２５）年度（現在検討中）） 

 住宅施策の方向性や、地域の特性に応じた住宅施策の基本方針などを定め、安全で快適な暮らしづくりや活力あふれる地域づくりを図るものです。 

【①安全で良質な住宅の確保】 

〇安全、良質で耐久性の高い住宅の普及               〇バリアフリー等住宅の普及 

〇建築基準法等の法令に基づく指導等による住宅の品質確保   〇住宅相談体制やトラブル防止体制の整備  

〇円滑な住み替えのための情報提供など                  〇マンションストックの適正な管理 

〇風水害や火災に強く耐震性の高い住宅の普及                 〇環境負荷の少ない住まいづくりへの誘導 
 

【②多様なニーズに応じた居住環境の形成】 

〇高齢者等が暮らしやすいまちづくり   〇子育て世帯が安心して暮らせる居住環境の整備 

〇災害に強い安全な市街地の形成     〇急増する空き家の活用・除却の推進 

〇まち並みの保全や活用 
 

【③「住宅ストック・産業」の視点】 

〇公営住宅の適正な管理運営と計画的な供給の実施  

〇住宅確保要配慮者等の居住の安定確保 

〇大規模災害時における住宅確保への支援 

 

 

 

  



4 

 

 

② 高松市における関連条例・関連計画 

条 例 関連計画 

高松市豊かな住まいづくり条例（令和 2（２０２０）年 3月施行） 

本市では、平成30（２０１８）年3月に策定した高松市立地適正化計画におい

て、居住誘導区域に定められている区域へ居住等を誘導することにより、都市

構造の集約化を図り、コンパクトで持続可能なまちの実現を目指しています。 

この実現に向けて、住宅施策においては、ユニバーサルデザインの考え方を

取り入れながら、住宅ストックの質の向上やその有効活用等の「住宅」に関わる

施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、地域コミュニティの再生、子育て

支援等の他の施策とも連携を図り、良好な住環境の形成に取り組む必要があ

ります。 

今後、総合的かつ計画的な住宅施策に取り組んでいくために、その基本指針

となる条例の制定を行い、本市の目指すコンパクトで持続可能なまちづくりを

推進することとしています。 

 

【第 1章 総則】 

〇目的 

〇定義 

〇基本理念 

〇市の役割と責務 

〇市民及び住宅関連事業者の役割と責務 

【第２章 住生活基本計画の策定】 

【第３章 良質な住宅の整備及び保全に関する施策】 

〇住宅ストックの質の向上 

〇住宅の適正な管理 

〇良好な住環境の形成 

【第４章 居住支援に関する施策】 

〇入居の機会等を制限しない住宅の供給の促進 

〇高齢者等の住替え時の支援 

〇市営住宅の管理運営 

【第５章 他の施策との連携】 

〇居住誘導施策  

〇都市景観及び緑の保全 

〇地域コミュニティの再生 

〇子育て支援 

〇移住者の定住の促進 

 

 

 

ア 第 6次高松市総合計画（平成 28（２０１６）年度～令和 5（２０２３）年度） 

社会状況の変化や、多様化・高度化する市民ニーズに応えながら、都市として活力を失わず、創造性にあふれ、市民が真の豊かさや幸せを実感し、

いきいきと暮らせる持続可能なまちの実現を目指すことが必要であり、30 年後、50 年後の将来を見据え、新たな行政課題への的確な対応が必要と

なっていることから、新たな目標と発展の方向性を定め、新しいまちづくり及び市政運営の基本方針として、総合計画を策定しました。 

【目指すべき都市像】 

活力にあふれ 創造性豊かな 瀬戸の都・高松 

【まちづくりの目標】 

１ 健やかにいきいきと暮らせるまち ２ 心豊かで未来を築く人を育むまち  ３ 産業の活力と文化の魅力あふれる創造性豊かなまち 

４ 安全で安心して暮らし続けられるまち ５ 環瀬戸内海圏の中核都市としてふさわしいまち ６ 市民と行政がともに力を発揮できるまち 
 
【住生活や住宅施策に主に関わる政策】 

主な政策 主な施策 

1-2 支えあい、自分らしく暮らせる福祉社会の形成 地域包括ケアシステムの構築 など 

2-2 社会を生き抜く力を育む教育の充実 子どもの安全確保 など 

3-5 国際・国内交流の推進と定住の促進 移住・交流の促進 など 

4-1 安全で安心して暮らせる社会環境の形成 消防・救急の充実強化/防災・減災対策の充実/防犯体制の整備 など 

4-2 環境と共生する持続可能な循環型社会の形成 環境保全活動の推進 など 

4-3 豊かな暮らしを支える生活環境の向上 居住環境の整備/身近な道路環境の整備/みどりの保全・創造 など 

5-1 コンパクトで魅力ある都市空間の形成 多核連携型コンパクト・エコシティの推進/景観の保全・形成・創出 など 

5-3 拠点性を発揮できる都市機能の充実 中心市街地の活性化 など 

6-1 参画・協働によるコミュニティの再生 地域コミュニティの自立・活性化 など 
 

 

イ 第 2期たかまつ創生総合戦略（令和 2（２０２０）年度～令和 6（２０２４）年度） 

 総合計画から人口減少対策に資する施策を取り出した上で、それらの施

策を、「人口減少を抑制する戦略」と「人口減少社会に対応する戦略」の２

つの戦略の下に再編成し、施策分野の横断的な考え方から、５つの目標を

設定し、それぞれの取組内容や目標値を示しています。 

また、本市の課題を踏まえた上で、「地域共生社会の構築」、「コンパク

ト・プラス・ネットワークのまちづくり」、「スマートシティの推進」などに重点

的に取り組むこととしています。 
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関連計画 

ウ 高松市都市計画マスタープラン（平成 20（２００８）年度～令和 10（２０２８）年度） 

高松市のまちづくりの理念となる「高松市総合計画」などを踏まえ、都市全体の将来像や土地利用、都市施設整

備のあり方などを明確にし、おおむね 20 年後の都市の姿を展望しつつ、都市計画の基本的な方針を示すもので

す。 

エ 多核連携型コンパクト・エコシティ推進計画（平成 30（２０１８）年度～令和 10（２０２８）年度） 

 まちづくりの基本となる３つの計画（総合計画、都市計画マスター

プラン、立地適正化計画）と一体となって、本市の目指す将来都市

構造「多核連携型コンパクト・エコシティ」の実現に取り組むもので

あり、市域全域におけるまちづくり施策及び実施事業を取りまとめ

たものです。 

 

 

【目指す将来都市構想】 

多核連携型コンパクト・エコシティ 

【まちづくり方針】 

○若年層の転出抑制など人口減少対策及び人口密度維持の取組による都市活力・生活利便性の確保 

○公共交通を中心とした交通利便性の確保 

○コミュニティの活性化と地域包括ケアシステムの構築による地域力の強化 

○子どもを産み育てやすく、老後まで暮らしたいと思える暮らしやすさの向上 

○公共施設統廃合、人口増加地区への対応及び市街地の郊外への拡大抑制による都市経営の効率化 

○自然と調和した居住環境の形成及び生活環境の維持 
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関連計画 

オ 高松市立地適正化計画（平成 30（２０１８）年度～令和１０（２０２８）年度） 

高松市では、30年、50年後においても、活力を失わず、市民がいきいきと安心して暮らせるよう、コンパクトで

持続可能なまちづくりに取り組んでおり、「多核連携型コンパクト・エコシティ」の実現に向けた取組を後押しするた

め、高松市立地適正化計画を策定しました。 

 

 

カ 第 3期高松市中心市街地活性化基本計画（令和元（２０１９）年度～令和 6（２０２4）年度） 

圏域の中核拠点都市として、高次（広域）都市サービス機能を集積するとともに、インバウンドも含めた広域圏か

らの誘客を行い、回遊性・滞在性の向上によるにぎわいの創出や街なか居住の推進を図ることで、中心市街地の活

性化に取り組むものです。 

【主な事業】 

 

基本方針  目標 主要事業 

みんなが 

訪れたくなる 

中心市街地 

⇒ 

サンポートエリアにおける高次

（広域）都市サービス機能の充

実による誘客力の向上 

✓ 新香川県立体育館整備事業 

✓ 高松駅周辺開発事業 

✓ ＡＲＴ ＳＥＴＯＵＣＨＩ(瀬戸内国際芸術祭) 

みんなが 

巡ってみたく 

なる 

中心市街地 

⇒ 
中心市街地の魅力発信による

回遊性の向上 

✓ 高松丸亀町子育て支援施設整備事業 

✓ 大工町ものづくり育成店舗整備事業 

✓ 高松市創業支援等事業 

✓ 南部 3町商店街活性化マチカドプラザ事業 

みんなが 

豊かな人生を 

実現できる 

中心市街地 

⇒ 
拠点間交流と住環境の整備に

よる地域価値の向上 

✓ 高松市大工町・磨屋町地区第一種市街地再開

発事業 

✓ 高松市常磐町地区優良建築物等整備事業 

✓ 地域子育て支援拠点事業 

✓ フラット 35活用事業 

 

キ 高松市空家等対策計画（平成 28（２０１６）年度～令和 5（２０２３）年度） 

 平成 27（2015）年 5月に「高松市における総合的な空き家等対策の取組方針」を策定するとともに、同年 10月

には「高松市空家等の適切な管理及び活用の促進に関する条例」を施行し、総合的な空き家等対策に取り組むこと

としました。さらに、本計画を策定し、空き家等対策を総合的かつ計画的に実施することとしました。 

【空家条例に規定する基本理念】 

〇空き家等対策は、適切に管理されていない空き家等が、衛生、景観等の生活環境の保全並びに災害及び犯罪の予

防に深刻な影響を及ぼすことがないよう、必要な措置が適切に講じられなければならない。 

〇空き家等対策は、市、空き家等の所有者等及び市民がそれぞれの役割を強く認識し、相互に密接な連携を図りなが

ら、協働して行わなければならない。 

【基本方針】 

○個人財産の所有者責任を前提 

○総合的かつ計画的な推進 

○多核連携型コンパクト・エコシティ構想との調和 

○市民や地域との恊働 

【計画の目標】 

市、空き家等の所有者等及び市民が、空き家等の適切な管理と利活用に協働して取り組むことにより、空き家等の

有効活用の促進と、市民の生活環境に悪影響を与える危険な空き家等の発生の抑制を図り、市民が安全で安心して

暮らせるまちづくりを目指します。 
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関連計画 

ク 高松市市営住宅長寿命化計画（令和 4（２０２２）年度～令和 13（２０３１）年度（現在検討中）） 

中長期的な視野で、市営住宅ストックの計画的・効率的な住宅更新や点検の強化、早期の修繕を図るため、団地別住棟別の活用手法及び長寿命化のための維持管理等の事業・取組について定め、長寿命化による更新コストの削

減と事業量の平準化を図ることを目的としています。 

 さらに、高松市が取り組む「多核連携型コンパクト・エコシティ」の理念を盛り込んだ立地適正化計画を踏まえるとともに、公共施設の集約化や効果的な活用を進めるファシリティマネジメント（主に「高松市公共施設等総合管理計画」

等）の考えを踏襲するかたちで本計画を推進します。 

加えて、既存民間住宅を活用した借上公営住宅の供給の促進も視野に入れ、持続可能な管理体制を整えます。 

【市営住宅の主な役割】 

①住宅困窮者への住まいの提供   ②高齢者世帯や子育て世帯への安全・安心な居住環境の提供   ③まちや地域の活性化 

【総合的なストック活用の方針】 

①入居者の安全性、居住水準の確保 ②団地内や住戸内のバリアフリー化を推進するなど、高齢者・子育て世帯等をはじめ、誰もが快適に過ごせる居住環境の整備 

③団地の統廃合による効率的な住宅団地の整備及び管理 ④計画的な修繕・改善等による長期活用 

⑤高額所得者等に対し転居先住宅の斡旋（あっせん）支援など、適正な入居者管理の実施 ⑥生活基盤として必要な住まいの確保と包括的な支援・サービスの提供体制の構築を目指して、様々な福祉の施策と連携 
 

ケ 高松市耐震改修促進計画（平成 28（２０１６）年度～令和 3（２０２１）年度） 

本計画は、建築物の耐震改修の促進に関する法律第６条第１項に基づき、本市における住宅・建築物の耐震化を

促進し、近い将来発生が予測される南海トラフを震源とする大規模な地震による建築物の倒壊等から人的・経済的

被害を軽減することを目的としています。 

コ 第 3次高松市地域福祉計画（平成 28（２０１６）年度～令和 5（２０２３）年度） 

 本計画は、社会福祉法第 107 条の規定に基づいて作成されるものであり、本市のまちづくり及び市政運営の基

本方針である「第６次高松市総合計画」で掲げるまちづくりの目標のうち、「健やかにいきいきと暮らせるまち」を実

現するための施策「地域福祉の推進」を具体化・推進するものです。 

地域を基盤とする支援体制等を一体的に活用する必要があるため、見直しに伴い、本計画の中に、成年後見制

度の利用の促進に関する法律に基づく「高松市成年後見制度利用促進基本計画」及び再犯の防止等の推進に関

する法律に基づく「高松市再犯防止推進計画」を盛り込んでいます。加えて、「地域福祉活動計画」についても相互

に連携を図り、地域福祉の充実を目指すものです。 

サ 第 8期高松市高齢者保健福祉計画（令和３年度～令和５年度） 

地域包括ケアシステムの「必要な支援を包括的に提供

する」という考え方を、高齢者のみでなく、障がい者や子

どもへの支援にも広げた包括的な支援体制の構築を推

進し、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながるこ

とで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を共に

創っていく「地域共生社会」の実現を目指すものです。 

介護保険サービスについては、高齢者の身体状況等に

応じた多様なサービスを提供するとともに、利用者の

サービスの選択肢をより広いものとする必要があること

から、中学校区を基本として、人口規模等を勘案し、19

の日常生活圏域を設定しています。また、市内に１か所の

地域包括支援センターと６か所のサブセンターを設置し、

27 か所の老人介護支援センターを地域包括支援セン

ターの窓口（ブランチ）として位置付け、地域の様々な福

祉課題に対応するネットワーク構築を図っています。 

シ 第2期高松市子ども・子育て支援推進計画(高松すくすく子育てプラン) 

（令和2（２０２０）年度～令和6（２０２４）年度） 

子どもを生み育てる喜びが実感できる社会の実現、次代を担う子どもたちが未来を生き抜く力を身に付けること

ができる社会の構築など、子どもや子育て家庭を社会全体で支援していくことが喫緊の課題となっています。この

ような中、国や県の動向の変化、市の子育て支援の現状を踏まえ、策定されたものです。 

ス たかまつ障がい者プラン（令和 3（２０２１）年度～令和 5（２０２３）年度） 

令和２（２０２０）年度に前プランである「たかまつ障がい者プラン」の計画期間が満了となることから、その取組を

継続するとともに、本市の障がい者を取り巻く現状と課題を踏まえ、国の障がい者施策の新たな動向等にも即し

て、一層の取組の充実を目指す指針として、「たかまつ障がい者プラン」を策定しました。 
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(2) 住まい・住環境に関する現況 

① 住まい・住環境をとりまく重要キーワード 

重要キーワード 

ア 国土強靭化の推進 

発生する大規模な災害に対し、人命を守り、経済や社会への被害を最小

し、致命的なものにならず、迅速に回復する「強さとしなやかさ」を備えた国

土づくりが必要とされています。国土保全の分野では、地震・津波、洪水・高

潮、火山・土砂災害等の自然災害に対しての、河川管理施設、海岸保全施

設、土砂災害危険箇所等における砂防設備や治山施設の整備等のハード

対策を進めるとともに、土地利用と一体となった減災対策、ハザードマップ

の作成推進、周知徹底、災害発生時の情報伝達、警戒避難体制整備等のソ

フト対策を組み合わせた総合的な対策の実施が進められています。  

イ 環境に配慮した住宅の推進 

住宅・建築物分野において、省エネ性能の向上を図ることは喫緊の課題

です。令和元（201９）年には「建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律（建築物省エネ法）」が改正され、オフィスビル等の非住宅建築物に

ついて、省エネ基準への適合を義務付ける対象の規模が拡大されたほか、

戸建て住宅等の小規模（延べ面積 300㎡未満）な建築物を設計する際に、

省エネ基準への適合性についての説明が設計者に義務付けられるなど、地

球温暖化に対する意識の向上に向けた住宅づくりが推進されています。 

ウ スマートシティの展望 

IoT、ロボット、AI、ビッグデータの技術開発の進展を踏まえて、平成 30

（２０１８）年に閣議決定された「未来投資戦略 2018−「Society 5.0」

「データ駆動型社会」への変革－」では、まちづくりと公共交通の連携を推進

し、次世代モビリティサービスや ICT等の新技術・官民データを活用した

「コンパクト・プラス・ネットワーク」の取組を加速するとともに、これらの先進

的技術をまちづくりに取り入れたモデル都市の構築に向けた検討を進める

ことが盛り込まれました。また、令和元（２０１９）年には、「先行モデルプロ

ジェクト」や「重点事業化プロジェクト」の選定、「スマートシティ官民連携プ

ラットフォーム」の設立など、スマートシティの取組を支援しています。 

エ IoT住宅の普及に関する取組 

バイタルデータを所得可能なベッド、声や指のジェスチャーで家電等を制

御できる端末機器、住戸内の温熱環境等を踏まえた各種設備の最適制御、

スマホと連動した見守りサービス、全自動掃除機などの家事負担軽減など、

IoT技術を活用した、次世代住宅の普及が進められており、高齢者や障害

者などへの生活支援などへの活用も期待されています。 

オ シェアリングエコノミー 

シェアリングエコノミーとは、個人が保有する遊休資産（住宅や建物、場

所や乗り物、モノ、人、スキル、お金など）の貸出しを仲介するサービスであ

り、ICT（情報通信技術）の進歩等により急速に成長しています。 

令和元（２０１９）年 6月に閣議決定された「成長戦略フォローアップ」で

は、消費者等の安全を守りつつ、イノベーションと新ビジネス創出を促進す

る観点から、その普及促進を図るとしています。 

カ コンパクト・プラス・ネットワーク 

 人口減少と高齢化の加速を踏まえて、高齢者や子育て世帯にとって安心

できる健康で快適な生活環境を実現し、財政面・経済面において持続可能

な都市経営を行うことが重要な課題となっています。本課題を踏まえて、医

療・福祉施設、商業施設や住居等がまとまって立地し、高齢者をはじめとす

る住民が公共交通により生活利便施設等にアクセスできるなど、福祉や交

通も含めて都市全体の構造を見直した「コンパクト・プラス・ネットワーク」の

形成を推進しています。 

キ 民間活力の活用等 

PPP（Public Private Partnership）は、民間事業者の資金やノウハ

ウを活用して低廉かつ良好な行政サービスを実施する取組です。また、

PPPの代表的な手法の一つであるＰＦＩ（Private Finance Initiative）

は、公共施設等の建設、改修、維持管理、運営等を民間の資金、運営能力

や技術的能力を活用しながら行う事業です。PFI 採用実績は、近年増加傾

向にあります。 

ク テレワークの推進 

テレワークは、ICT（情報通信技術）を利用し、時間や場所を有効に活用

できる柔軟な働き方です。感染症発生時における事業継続だけでなく、多

様な人材の就業機会の拡大、仕事と育児、介護との両立、ワーク・ライフ・バ

ランスの実現、都市部での通勤混雑の緩和、CO2の排出削減、UJI ター

ン、二地域居住等が可能となる等の利点があります。新型コロナウイルス感

染症の感染拡大の影響により、一層テレワークの普及が加速しています。 

ケ ゼロカーボンシティの推進 

ゼロカーボンシティとは、脱炭素社会の構築に向けて、令和３２（2050）

年に温室効果ガスの排出量を実質ゼロにすることを目指すことを表明した

自治体のことです。本市も表明をしており、市内の温室効果ガス排出量を、

令和１２（2030）年度に平成 25（2013）年度と比べ 30％削減することを

目標に掲げ、温暖化対策に取り組むなど、ゼロカーボンシティ実現に向けた

施策、目標の策定や、総合的・計画的な取組を推進しています。 
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重要キーワード 

コ 持続可能な開発目標（SDGｓ）の推進 

持続可能な開発目標（SDGs）とは、平成２７（2015）年 9月の国連サミッ

トで加盟国の全会一致で採択された「持続可能な開発のための 2030ア

ジェンダ」に記載された、令和１２（2030）年までに持続可能でよりよい世界

を目指す国際目標のことです。17のゴール・169のターゲットから構成さ

れ、地球上の「誰一人取り残さない」ことを誓った目標となっています。   

SDGsは発展途上国のみならず、先進国自身も取り組むユニバーサルな

ものであり、日本としても積極的な取組を推進していく必要があります。国

においては、SDGsの達成に向けた取組を公募し、優れた取組を提案する

都市を SDGs未来都市として 29都市選定することや、特に先導的な取組

を自治体 SDGsモデル事業として選定しています。  

サ 若年世帯・子育て世帯が安心して暮らせる住生活の実現 

子どもを産み育てたいという思いを実現できる環境を整備し、希望出生

率 1.8の実現につなげるため、世代間で助け合いながら子どもを育てるこ

とができる「三世代同居・近居」や、「職場に近接した子育て支援施設」の導

入、「子育てしやすい住宅ストックへのリフォーム」の促進等を図っていま

す。 

シ 高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現 

高齢者が安全に安心して生涯を送ることができる住宅の改善・供給に向

けて、「住宅のバリアフリー化」や「ヒートショック対策」推進のほか、「サービ

ス付き高齢者向け住宅」の供給などを推進しています。また、高齢者が望む

地域で住宅を確保し、日常生活圏において、介護・利用サービスや生活サー

ビスができる居住環境の実現を推進しています。 

 

ス 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

住宅市場において、自力で住宅を確保することが難しい低額所得者、高

齢者、障がい者、ひとり親・多子世帯、生活保護受給者、外国人、ホームレス

等（住宅確保要配慮者）が安心して暮らせる住宅を確保できるよう、住宅確

保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅（セーフティネット住宅）の登録推

進、地域優良賃貸住宅制度、居住支援協議会や改正住宅セーフティネット

法に基づく居住支援法人を通じ、住宅の情報提供、相談サービス等の居住

支援等が行われています。 

セ 住宅すごろくを超える新たな住宅循環システムの構築 

マンションの老朽化等に対応し、マンションの管理の適正化の一層の推

進及びマンションの一層の円滑化を図るため、「マンションの管理の適正化

の推進に関する法律及びマンションの建替え等の円滑化に関する法律」

（令和２（２０２０）年６月改正）や、住まいるダイヤルによるリフォーム見積

チェックサービスの利用受付、弁護士会による専門家相談、住宅リフォーム

事業者団体登録制度等の取組により消費者が安心してリフォームできる市

場環境構築を推進しています。 
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② 住まい・住環境における高松市の現況 

ア 居住者に関わる状況 

a. 人口の推移 

■人口推移 

高松市の総人口は平成 27（２０１５）年以降、減少。 

平成 17（２００５）年以降、旧高松市を除き、各地区において人口減少が進行している。 

［総人口の推移］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成２（1990）年－平成 27（2015）年は国勢調査 

令和 2（2020）年－令和 27（2045）年は国立社会保障・人口問題研究所 
 

［旧町別の人口推移］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

■年齢別人口の状況 

少子高齢化が一層、進行することが予測されている。 

旧高松市、旧国分寺町を除き、高齢化率が 30.０％を上回るなど、高齢化が進行している。 

［年齢 3区分別人口］ 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1：年齢不詳人口を按分して各区分に算入している。注 2：四捨五入により、総人口と合わない場合がある。 

資料：平成 2（1990）年－平成 27（2015）年は国勢調査、令和 2（2020）年－令和 27（2045）年は国立社会保障・人口問題研究所 
  

［旧町別の高齢化率の推移］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

令和 2（２０20）年 

から人口減少 

旧高松市を除き 

人口減少 

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

平成17

（2005）年

平成22

（2010）年

平成27

（2015）年

旧高松市 旧塩江町 旧牟礼町 旧庵治町

旧香川町 旧香南町 旧国分寺

高齢化率が 

30％を 

上回る 

少子化 高齢化 
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b. 人口移動の状況 

■自然動態・社会動態 

自然動態は「自然減」となっている。 

社会動態は、「社会増」となっているが、転出数は増加しており、転出と転入の差が縮まっている。 

［自然動態の推移］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 
 

［社会動態の推移］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 

■年齢階層別転入・転出の状況 

30代の転入数の減少に加え、20代の転出超過が顕著となるなど、 

若者や子育て世代の減少が懸念される。 

［年齢階級別転入・転出の状況（平成 30（２０１８）年）］ 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：たかまつ人口ビジョン令和元年度改訂版 
 

［年齢階級別転入・転出の状況（平成 25（２０１３）年）］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：たかまつ人口ビジョン令和元年度改訂版 

 

 

  

転入と転出の

差が縮まって

きている 

死亡が出生を

上回る 

「自然減」 

30代の転入

が減少 

25～29歳が 

転出に転じる 
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ｃ.世帯の状況 

■一般世帯数・世帯人員の推移 

世帯数は増加している一方、1世帯当たりの人員（世帯人員）は減少しており、 

核家族化や単独世帯などの増加がうかがえる。 

［自然動態の推移］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

■高齢単身世帯・高齢夫婦世帯 

高齢単身世帯、高齢夫婦世帯は年々増加。 

［高齢単身世帯、高齢夫婦世帯の推移］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

■世帯類型 

「高齢単身世帯」「高齢夫婦世帯」「その他の単身世帯」「ひとり親と子」の世帯が増加。 

［世帯類型の推移］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

■子育て世帯 

核家族やひとり親の子育て世帯が増加。 

［18歳未満の子どもがいる世帯の推移］ 

 

 

 

 

 

 

 

［ひとり親世帯の推移］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第 2期高松市子ども子育て支援推進計画 

■子育て世帯の就業状況 

共働きの子育て世帯が増加。 

 

 

［夫婦と子世帯の就業状況］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：就業構造基本調査 

 

世帯人員は 

減少 

世帯数 

は増加 

減少 

増加 増加 

夫婦ともに

有業

23,800

25,700

25,700

夫が有業で

妻が無業

20,400

16,800

13,800

夫が無業で

妻が有業

1,100

1,900

900

夫婦ともに

無業

2,500

5,000

4,800

不詳

100

100

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

[世帯]

平成19年（2007年）

[47,900]

平成24年（2012年）

[49,400]

平成29年（2017年）

[45,300]
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ｄ. その他、居住や移住に関わる近年の動向 

■移住意向 

テレワーク実施者や、２０～30代において地方移住の関心が高まっている。 

 

■テレワーク実施率 

香川県におけるテレワーク実施率は低い状況にある。 

［都道府県別テレワーク実施率］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：パーソル総合研究所「第四回・新型コロナウイルス対策によるテレワークへの影響に関する緊急調査」 

■コロナ禍を踏まえた転居ニーズ 

主に、近畿圏居住者において、香川県内への転居ニーズがみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和 2年度テレワーク人口実態調査 ー調査結果の抜粋ー（国土交通省） 

 

調査実施期間

2020年11月18日

 ～ 11月23日

(正社員のみ)

調査

サンプル数

従業員の

テレワーク

実施率

（％）

調査実施期間

2020年11月18日

 ～ 11月23日

(正社員のみ)

調査

サンプル数

従業員の

テレワーク

実施率

（％）

1 東京都 4,345 45.8 24 鹿児島県 110 11.4

2 神奈川県 1,634 34.9 26 富山県 229 11.3

3 千葉県 922 26.2 27 広島県 443 10.6

4 大阪府 1,819 24.4 28 岡山県 275 9.8

5 埼玉県 982 24.0 28 岩手県 126 9.8

6 愛知県 1,428 21.7 28 宮崎県 85 9.8

7 兵庫県 852 19.3 31 新潟県 288 9.3

8 宮城県 300 19.0 32 岐阜県 225 9.1

9 山形県 135 17.6 33 高知県 49 8.8

10 京都府 371 17.1 34 三重県 205 8.5

11 栃木県 215 16.7 35 青森県 143 8.4

12 福岡県 610 16.4 36 愛媛県 151 8.2

13 石川県 175 16.3 37 福島県 202 8.1

14 奈良県 165 15.6 38 山口県 140 8.0

15 静岡県 453 15.2 39 福井県 92 7.3

16 茨城県 344 14.4 40 山梨県 55 6.8

17 長崎県 101 14.3 40 徳島県 89 6.8

18 熊本県 127 14.2 42 島根県 78 6.6

19 大分県 97 12.9 42 秋田県 116 6.6

20 長野県 213 12.6 44 鳥取県 57 5.4

21 沖縄県 96 12.5 45 香川県 124 4.4

22 群馬県 225 12.2 46 佐賀県 64 4.3

23 北海道 740 12.1 47 和歌山県 89 3.5

24 滋賀県 164 11.4
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イ 地域・まちづくりに関わる状況 

a. 災害の状況 

■洪水・津波浸水想定 

河川浸水が市街地全体に、津波浸水が沿岸部中心に分布している。 

［洪水浸水想定区域図］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高松市洪水ハザードマップ 

［津波浸水想定区域図］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：たかまつ防災マップ 

■地震想定 

広い範囲で震度 5強が予測されているほか、市街地周辺の一部では震度 6弱と予測されている。 

［震度予想分布（南海トラフ発生頻度の高い地震）］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

資料：香川県地震・津波被害想定（第四次

公表） 

■災害被害箇所の想定 

河川浸水想定区域の約 54％が用途地域内に分布している。 

［災害上の危険性が懸念される区域の指定状況］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高松市立地適正化計画 
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b. コミュニティの状況                                                      c. 土地利用の状況 

■自治会加入の状況 

自治会加入率は年々減少。活動範囲や会費などの面から、 

市民の加入しやすい自治会の運営が求められている。 

［自治会の加入状況］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［自治会は今後どのようになれば良いか（アンケート）］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：最終報告書「入りたい、入っていてよかった、魅力ある自治会を目指して」 

（高松市コミュニティ協議会連合会、高松市連合自治会連絡協議会） 

■土地利用の状況 

用途地域内において建物用地化が進行、市街地が拡大している。 

また一部、用途地域外においても、建物用地化が進行している。 

 

［昭和 51（１９７６）年の土地利用状況］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ［土地利用の状況（平成 26（２０１４）年）］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高松市立地適正化計画 

 

農用地から建物用地に大幅転換 

また、用途地域外においても 

建物用地化が進行 
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ウ 住宅ストックに関わる状況 

a. 住宅の状況や特徴 

■専用住宅の推移 

「持ち家」の占める割合が減少、「民営借家」の割合が上昇。 

また、「一戸建て」住宅の割合が微減している。 

［住宅の所有関係・建築時期別専用住宅の推移］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

注：図内の数値は「専用住宅数」を示し、（）は各年の専用住宅総数に対する割合である。なお、推計調査のため、合計が 100％にならない

場合がある。 

資料：住宅・土地統計調査 

［住宅の建て方別専用住宅の推移］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

注：図内の数値は「専用住宅数」を示し、（）は各年の専用住宅総数に対する割合である。なお、推計調査のため、合計が 100％にならない

場合がある。 

資料：住宅・土地統計調査 

 

■建築時期別の状況 

旧耐震基準の住宅は 24.7％であり、木造住宅が多い。 

近年の住宅では、防火木造が多い。 

［建設の時期別戸数割合］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：図内の数値は「住宅数」を示し、（）は住宅総数に対する割合である。なお、推計調査のため、合計が 100％にならない場合がある。 

資料：住宅・土地統計調査（平成 30年） 

 

 

 

［建設の時期別構造割合］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注： 図内の数値は「住宅数」を示し、（）は住宅総数に対する割合である。なお、推計調査のため、合計が 100％にならない場合がある。 

資料：住宅・土地統計調査（平成 30年） 

 

  

持ち家

12,070

(62.0)

9,410

(55.5)

3,530

(50.7)

8,500

(61.2)

公的借家

160

(0.8)

90

(0.5)

0

(0.0)

0

(0.0)

民営借家

6,360

(32.7)

6,620

(39.0)

3,140

(45.1)

4,900

(35.3)

給与住宅

860

(4.4)

850

(5.0)

290

(4.2)

600

(4.3)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

[戸]

平成18（2006）

～平成22（2010）年

［19,460］

平成23（2011）

～平成27（2015）年

［16,970］

平成28（2016）

～平成30（2018）年9月

［6,960］

参考：香川県

平成28～平成30年9月

［13,900］

旧耐震基準 

24.7％ 

一戸建て

71,890

(54.2)

96,520

(58.9)

100,770

(56.8)

101,610

(55.4)

268,600

(67.6)

長屋建

3,780

(2.8)

3,420

(2.1)

2,950

(1.7)

8,780

(4.8)

15,300

(3.8)

共同住宅

55,980

(42.2)

63,150

(38.5)

72,760

(41.0)

72,730

(39.6)

113,000

(28.4)

その他

1,000

(0.8)

810

(0.5)

890

(0.50)

420

(0.23)

800

(0.2)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

[戸]

平成15（2003）年

［132,650］

平成20（2008）年

［163,900］

平成25（2013）年

［177,360］

平成30（2018）年

［183,550］

参考：香川県 平成30年

［397,600］

昭和45

（1970）年以前

17,660

(9.6)

50,100

(12.6)

昭和46（1971）

～昭和55

（1980）年

27,790

(15.1)

62,300

(15.7)

昭和56（1981）

～平成2

（1990）年

28,010

(15.3)

64,500

(16.2)

平成3年（1991）

～平成12

（2000）年

38,630

(21.0)

81,700

(20.5)

平成13（2001）

～平成22

（2010）年

37,110

(20.2)

67,700

(17.0)

平成23（2011）

～平成30

（2018）年9月

23,930

(13.0)

47,100

(11.8)

不詳

10,420

(5.7)

24,200

(6.1)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

[戸]

平成30（2018）年

高松市

［183,550］

参考：平成30

（2018）年 香川県

[397,600]

旧耐震基準← →新耐震基準

木造

11,200

(63.4)

12,600

(45.3)

9,920

(35.4)

6,540

(16.9)

5,350

(14.4)

2,960

(12.4)

3,120

(29.9)

防火木造

3,260

(18.5)

5,960

(21.4)

6,780

(24.2)

10,800

(28.0)

12,690

(34.2)

10,320

(43.1)

2,770

(26.6)

鉄骨・鉄筋コンクリート

3,000

(17.0)

8,140

(29.3)

9,840

(35.1)

16,570

(42.9)

16,360

(44.1)

8,160

(34.1)

3,210

(30.8)

鉄骨造

1,100

(4.0)

1,480

(5.3)

4,710

(12.2)

2,690

(7.2)

2,450

(10.2)

1,240

(11.9)

その他

20

(0.1)

20

(0.1)

20

(0.1)

50

(0.5)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

[戸]

昭和45（1970）年以前

[17,660]

昭和46（1971）

～昭和55（1980）年

[27,790]

昭和56（1981）

～平成2（1990）年

[28,010]

平成3年（1991）

～平成12（2000）年

[38,630]

平成13（2001）

～平成22（2010）年

[37,110]

平成23（2011）

～平成30（2018）年9月

[23,930]

不詳

[10,420]

旧
耐
震
基
準←

→

新
耐
震
基
準 防火木造 

が増加 

木造住宅が

多数 
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■リフォーム工事の実施状況 

リフォーム工事を行った割合は、持ち家総数に対して 26.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［リフォーム工事状況］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

注：リフォーム工事は、住宅の増改築、改修工事、高齢者のための設備工事や耐震改修工事等を示す。 

資料：住宅土地統計調査 

■耐震性の状況 

旧耐震基準の住宅においては、耐震性が確保されている住宅は少ない状況にあるが、 

旧耐震基準の住宅のほとんどが、耐震診断を実施していない。 

［耐震診断の有無］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：図内の数値は「持家戸数」を示し、（）は各年の持家総数に対する割合である。推計調査のため、合計が 100％にならない場合がある。 

資料：住宅・土地統計調査（平成 30年） 
 

［耐震性確保の有無］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：図内の数値は「診断戸数」を示し、（）は各年の診断総数に対する割合である。なお、推計調査のため、合計が 100％にならない場合が

ある。 

資料：住宅・土地統計調査（平成 30年） 

 

  

25,760

(24.9)

30,600

(27.7)

29,690

(26.8)

75,500

(27.4)

77,560

(75.1)

79,690

(72.3)

81,140

(73.2)

199,800

(72.5)

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成20（2008）年

[103,310]

平成25（2013）年

[110,290]

平成30（2018）年

[110,830]

参考：香川県 2018年

［386,400］

リフォーム工事を行った リフォーム工事を行っていない

耐震性が確保されていた

6,280(86.9)

30(9.7)

220(37.3)

100(100.0)

540(83.1)

1,770(97.3)

3,620(96.3)

耐震性が確保されていない

950(13.1)

280(90.3)

370(62.7)

110(16.9)

40(2.2)

140(3.7)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

[戸]

総数

[110,830]

昭和45

（1970）年以前

[14,360]

昭和46（1971）

～昭和55（1980）年

[19,750]

昭和56（1981）

～平成2（1990）年

[18,100]

平成3年（1991）

～平成12（2000）年

[10,600]

平成13（2001）

～平成22（2010）年

[10,990]

平成23（2011）

～平成30（2018）年9月

[8,970]

旧
耐
震
基
準←

→

新
耐
震
基
準

診断実績 

が少ない 

耐震性が確保

されていない 
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■居住面積水準 

「持ち家」は誘導居住面積水準以上が比較的多い。 

「民営住宅」「給与住宅」は最低居住面積水準未満の住宅が比較的多い。 

 

 

 

 

 

［住宅の所有関係別居住面積水準の状況］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注：図内の数値は「主世帯数」を示し、（）は各所有関係別の主世帯総数に対する割合である。なお、推計調査のため合計が 100％になら

ない場合がある。 

資料：住宅・土地統計調査（平成 30年） 

■世帯別の居住面積水準 

高齢世帯は、「誘導居住面積水準以上」が多いのに対し、 

子育て世帯は、「最低居住面積水準以上、誘導居住面積水準未満」が多い。 

［高齢単身世帯および高齢夫婦世帯の居住面積水準］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：図内の数値は「主世帯数」を示し、（）は各所有関係別の主世帯総数に対する割合である。なお、推計調査のため、合計が100％になら

ない場合がある。 

資料：住宅・土地統計調査（平成 30年） 

 

 

［夫婦と 18歳未満の子どもがいる主世帯の居住面積水準］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：図内の数値は「主世帯数」を示し、（）は各所有関係別の主世帯総数に対する割合である。なお、推計調査のため、合計が100％になら

ない場合がある。 

資料：住宅・土地統計調査（平成 30年） 

 

  

最低居住

面積水準未満

8,920

(4.9)

740

(0.7)

390

(7.0)

7,030

(12.1)

770

(12.3)

16,600

(4.2)

最低居住面積水準以上

誘導居住面積水準未満

62,530

(34.1)

22,190

(20.0)

3,000

(54.1)

31,620

(54.5)

2,800

(44.8)

118,400

(29.8)

誘導居住

面積水準以上

112,100

(61.1)

87,900

(79.3)

2,160

(38.9)

19,360

(33.4)

2,680

(42.9)

262,600

(66.0)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

[世帯]

総計

[183,550]

持ち家

[110,830]

公営の借家

[5,550]

民営借家

[58,010]

給与住宅

[6,250]

参考：香川県

[397,600]

最低居住

面積水準未満

670(2.7)

70(0.3)

1,700(3.2)

100(0.2)

最低居住面積水準以上

誘導居住面積水準未満

4,590

(18.7)

3,150

(14.6)

7,700

(14.4)

7,200

(13.0)

誘導居住

面積水準以上

19,290

(78.6)

18,290

(85.0)

43,900

(82.4)

48,100

(86.8)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

[世帯]

高齢単身世帯

［24,550］

高齢夫婦世帯

［21,510］

高齢単身世帯

［53,300］

高齢夫婦世帯

［55,400］

高松市

参考：

香川県
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b.高齢者への配慮 

■高齢者のための設備設置状況 

65歳以上の世帯員のいる主世帯数（１住宅に１世帯が住んでいる世帯数）において、 

高齢者のための設備がある住宅は 50.0％。 

［住宅の所有関係別高齢者のための設備の設置状況］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注：図内の数値は「65歳以上の世帯員のいる主世帯数」を示し、（）は各所有関係の 65歳以上の世帯員のいる主世帯総数に 

対する割合である。なお、推計調査のため、合計が 100％にならない場合がある。 

資料：住宅・土地統計調査（平成 30年） 
 

［住宅の建設年度別高齢者のための設備の設置状況］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注：図内の数値は「65歳以上の世帯員のいる主世帯数」を示し、（）は各所有関係の 65 歳以上の世帯員のいる主世帯総数に対する割合

である。なお、推計調査ため、合計が 100％にならない場合がある。 

資料：住宅・土地統計調査（平成 30年） 

■高齢者のための設備内容 

高齢者等のための設備は、「手すり」の設置が 79.1％と多い。 

一方、車いすなどの移動に配慮した設備は設置が少ない。 

［高齢者のための設備設置内容］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：図内の「65 歳以上の世帯員のいる主世帯総数」、「高齢者等のための設備がある」、「高齢者等のための設備がない」、「不詳」のそれ

ぞれの数値は、「65歳以上の世帯員のいる主世帯数」を示し、（）は各設備がある 65歳以上の世帯員のいる主世帯総数に対する割

合である。なお、推計調査のため、合計が 100％にならない場合がある。 

注２：図内のふきだしのそれぞれの数値は、「65 歳以上の世帯員のいる主世帯数」を示し、（）は「高齢者等のための設備がある」に対する

割合である。なお、推計調査のため、合計が 100％にならない場合がある。 

資料：住宅・土地統計調査（平成 30年） 
 

 

設備あり

43,600

(60.0)

8,370

(59.7)

10,500

(58.1)

7,410

(53.9)

7,750

(65.9)

6,420

(82.4)

2,810

(72.1)

設備なし

29,000

(39.9)

5,650

(40.3)

7,570

(41.9)

6,340

(46.1)

4,010

(34.1)

1,370

(17.6)

1,080

(27.7)

不詳

120

(0.2)

10

(0.1)

0

(0.0)

0

(0.0)

0

(0.0)

0

(0.0)

10

(0.3)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

[世帯]

全体

[72,720]

昭和45（1970）年以前

[14,030]

昭和46（1971）

～昭和55（1980）年

[18,070]

昭和56（1981）

～平成2（1990）年

[13,750]

平成3（1991）

～平成12（2000）年

[11,760]

平成13（2001）

～平成22（2010）年

[7,790］

平成23年（2011）

～平成30（2018）年9月

［3,900］

183,550(100.0)

91,740(50.0)

72,610(79.1)

31,960(34.8)

26,320(28.7)

36,530(39.8)

20,030(21.8)

88,900(48.4)

2,910(1.6)

397,600(100.0)

206,600(52.0)

172,500(83.5)

71,400(34.6)

60,400(29.2)

76,000(36.8)

42,100(20.4)

184,000(46.3)

7,000(1.8)

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000

65歳以上の世帯員のいる主世帯総数

高齢者等のための設備がある

手すりがある

またぎやすい高さの浴槽

廊下などが車いすで通行可能な幅

段差のない屋内

道路から玄関まで車いすで通行可能

高齢者等のための設備がない

不詳

65歳以上の世帯員のいる主世帯総数

高齢者等のための設備がある

手すりがある

またぎやすい高さの浴槽

廊下などが車いすで通行可能な幅

段差のない屋内

道路から玄関まで車いすで通行可能

高齢者等のための設備がない

不詳
［世帯］

平成30

（2018）年

高松市

参考：

平成30

（2018）年

香川県

設置が多い 

車いすなどへ

の移動に配慮

した設備は設

置が少ない 
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c.環境への配慮                                                        e 住宅の建設状況 

■省エネ設備の設置状況 

省エネ設備の設置状況はいずれの設備も「設置なし」が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査（平成 30年） 

 

新設住宅着工戸数は近年増加傾向。 

構造別新設着工棟数は木造が最も多い。 

［住宅の所有関係別新設住宅着工戸数の推移］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：左軸は、総計、持家、借家、分譲住宅、右軸は、給与住宅。 

資料：建築統計年報(年度計)。 

 

 

［住宅の構造別新設住宅着工棟数の推移］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：資料：建築統計年報（国土交通省） 

d.住宅の建替・流通等 

■中古住宅シェア 

高松市および香川県の中古住宅シェアは増加傾向。ただし全国平均（14.5％）と比較すると低い状況。 

 
［高松市の中古住宅シェア］             ［香川県の中古住宅シェア］  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注 1：図内の数値は「持家戸数」を示す。 

注 2：中古住宅シェアは持家総数に対する現在住んでいる住宅を中古で取得した戸数である。 

資料：住宅・土地統計調査 
 

  

増加傾向 

あり

10,660(5.8)

8,050(4.4)

16,380

(8.9)
32,000(8.0)

23,800(6.0)

35,900

(9.0)

一部の窓にあり

19,180

(10.4)

46,600

(11.7)

なし

169,980

(92.6)

172,580

(94.0)

145,070

(79.0)

358,600

(90.2)

366,800

(92.3)

309,100

(77.7)

不詳

2,910

(1.6)

2,920

(1.6)

2,920

(1.6)

7,000

(1.8)

7,000

(1.8)

7,000

(1.8)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

[戸]

太陽熱を利用した

温水機器等

太陽光を利用した

発電機器

二重サッシ又は

複層ガラスの窓

太陽熱を利用した

温水機器等

太陽光を利用した

発電機器

二重サッシ又は

複層ガラスの窓

高松市

参考：香川県

[397,600]

247,700 253,600 250,900

16,700
21,500 24,500

6.3%

7.8%
8.9%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成20（2008）年

［264,400]

平成25（2013）年

[275,100］

平成30（2018）年

［275,400]

中古住宅以外 現在住んでいる住宅を

中古で取得した戸数
中古住宅シェア

[戸]

シェアは

増加 

95,390 98,510 97,830

7,920
11,780 13,000

7.7% 10.7%
11.7%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

平成20（2008）年

［103,310]

平成25（2013）年

[110,290］

平成30（2018）年

［110,830]

中古住宅以外 現在住んでいる住宅を

中古で取得した戸数
中古住宅シェア

[戸]

シェアは

増加 
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f. 空き家の状況 

■空き家の推移・内訳 

住戸数・空き家数ともに増加傾向、空き家率も上昇している。 

空き家において「賃貸用の住宅」のほか、利用用途がない「その他の住宅」も増加している。 

［住宅戸数および空き家数・空き家率］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
注 1：平成 15（2003）年以前の数値は、塩江町、牟礼町、庵治町、香川町、香南町、および国分寺町を含まない。（公表データなし） 

注 2：図内の住宅数の数値は「住宅総数」を示す 

資料：住宅・土地統計調査 
 

［空き家の推移・内訳］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1：高松市データにおいて平成 15（2003）年以前の数値は、塩江町、牟礼町、庵治町、香川町、香南町、および国分寺町を含まない。

（公表データなし） 

注 2：図内の数値は「空き家戸数」を示し、（）は各年の空き家総数に対する割合である。なお、推計調査のため合計が 100％にならない

場合がある。 

資料：住宅・土地統計調査 

 

■空き家の状態 

「管理されておらず損傷が激しい」、危険度の高い空き家が急増している。 

［空き実態調査結果］ 

ランク 分類概要 

平成 26（2014）年度 平成 30（2018）年度 

戸数 
全体に 

占める割合 
戸数 

全体に 

占める割合 

― 空き家総数 5,868 100％ 8,289 100％ 

A 軽微な修繕により活用可能 1,497 25.5％ 655 7.9％ 

B 管理されてないが当面の危険なし 1,816 30.9％ 2,088 25.2％ 

C 管理されておらず損傷が激しい 1,525 26.0％ 4,553 54.9％ 

D 
倒壊の危険があり緊急に修繕又は 

解体の措置を要する 
671 11.4％ 652 7.9％ 

E 
倒壊の危険があり解体等の措置を 

すぐさま要する 
264 4.5％ 248 3.0％ 

― 判定不可 95 1.6％ 93 1.1％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高松市空家等対策計画 

 

  

154,790

197,040
213,890 222,100

21,290
31,880 35,350 37,800

13.8

16.2 16.5 17.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0
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0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成15

（2003）年

平成20

（2008）年

平成25

（2013）年

平成30

（2018）年

住宅戸数 空き家戸数 空き家率
［戸］ ［％］

ランク Cの

空き家が急増 

住戸・空き家 

ともに増加 

二次的住宅

2,020

(6.3)

1,260

(3.6)

890

(2.4)

2,800

(3.2)

賃貸用の住宅

17,570

(55.1)

17,500

(49.5)

19,830

(52.5)

36,900

(41.8)

売却用の住宅

700

(2.2)

1,190

(3.4)

1,150

(3.0)

1,800

(2.0)

その他の住宅

11,590

(36.4)

15,400

(43.6)

15,930

(42.1)

46,700

(52.9)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

[戸]

平成20（2008）年

[31,880]

平成25（2013）年

[35,350]

平成30（2018）年

[37,800]

参考：香川県

平成30年

［88,200］

利用用途が

ない空き家 
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[左目盛り]

ストック戸数

[右目盛り]

 

g.市営住宅の状況                                                                          h.分譲マンションの状況 

■耐用年限経過状況 

木造や簡易耐火造など、29.6％の市営住宅が耐用年限を過ぎている。 

［耐用年限経過状況別・管理区分別・管理戸数割合（令和２(2020)年度時点）］ 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
※【 】内の数字は「総戸数」、図内の数値は構造ごとの総戸数に対する耐用年限経過状況の割合。 

資料：第２期高松市市営住宅長寿命化計画中間報告書 

■分譲マンションストック数 

分譲マンションストック数は 21,289戸。 

ストックの老朽化が今後懸念される。 

［分譲マンションストック数］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高松市調査 

［高松市の分譲マンションの高経年化］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高松市調査 

 

■入居率 

入居率は 66.8％、空き家率は 33.2％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※【 】内の数字は「総戸数」、グラフ内の数値は管理区分・地域ごとの総戸数に対する各入居状況の割合。 

資料：第２期高松市市営住宅長寿命化計画中間報告書 
  

 
耐用年限超過戸数

(令和2年度時点)

60.0

100.0

61.9

0.0

0.0

29.6

耐用年限未経過戸数

(令和2年度時点)

40.0

38.1

100.0

100.0

70.4

凡例(％)

木造【15】

簡易耐火造平屋【461】

簡易耐火造2階【1170】

耐火造（中耐）【2299】

耐火造（高耐）【88】

総計【4,033】

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

耐用年限 

経過 

 
入居数

62.6

54.2

93.1

54.2

80.0

66.8

空家

37.4

45.8

6.9

45.8

20.0

33.2

政策空家

4.5

10.0

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例(％)

公営住宅【3,349】

特定公共賃貸住宅【48】

改良住宅【578】

更新住宅【48】

その他住宅【10】

総計【4,033】

老朽化した 

ストックが急増 
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エ まとめ 

居住者に関わる状況 地域・まちづくりに関わる状況 住宅ストックに関わる状況 

■人口  

〇高松市の総人口は平成 27（２０１５）年以降、減少。 

〇平成 17（2005）年以降、旧高松市を除き、各地区において人口減少

が進行。 

〇少子高齢化がより一層進行している。 

 

■人口移動  

〇自然動態は「自然減」となっている。 

〇社会動態は、「社会増」となっているが、転出数は増加しており、転出と

転入の差が縮まっている。 

〇30代の転入数の減少に加え、20代の転出超過が顕著となるなど、 

若者や子育て世代の減少が懸念される。 

 

■世帯  

〇世帯数は増加している一方、1世帯当たりの人員（世帯人員）は減少し

ており、核家族化や単独世帯などの増加がうかがえる。 

〇高齢単身世帯、高齢夫婦世帯が増加。 

〇核家族やひとり親の子育て世帯が増加。 

〇共働きの子育て世帯が増加。 

 

■その他  

〇テレワーク実施者や、２０～30代において地方移住の関心が高まって

いる。 

〇近畿圏居住者において、香川県内への転居ニーズがみられる。 

■災害  

〇河川浸水区域が市街地全体に、津波浸水区域が沿岸部中心に分布。 

〇広い範囲で震度 5強が予測されているほか、市街地周辺の一部では

震度 6弱と予測されている。 

 

■コミュニティ  

〇自治会加入率は年々減少。活動範囲や会費などの面から、市民の加入。

しやすい自治会の運営が求められている。 

 

■土地利用  

〇用途地域内において建物用地化が進行、市街地が拡大。 

〇一部、用途地域外においても、建物用地化が進行。 

■住宅の状況・特徴  

〇「持ち家」の占める割合が減少、「民営借家」の割合が上昇。 

〇旧耐震基準の住宅は 24.7％であり、木造住宅が多い。 

〇近年は防火木造の住宅が増加傾向。 

〇リフォーム工事を行った割合は、持ち家総数に対して 26.8％。 

〇旧耐震基準の住宅のほとんどが、耐震診断を実施していない。 

〇「民営住宅」「給与住宅」は最低居住面積水準未満の住宅が比較的多い。 

〇高齢世帯は、「誘導居住面積水準以上」が多いのに対し、子育て世帯は、

「最低居住面積水準以上、誘導居住面積水準未満」が多い。 

 

■高齢者への配慮・バリアフリー  

〇65歳以上の世帯員のいる主世帯において、高齢者のための設備があ

る住宅は 50.0％。 

〇高齢者等のための設備は、「手すり」の設置が 79.1％と多い一方、車い

すなどの移動に配慮した設備は設置が少ない。 

 

■環境への配慮  

〇省エネ設備の設置状況はいずれの設備も「設置なし」が高い。 

 

■住宅の建替・流通等  

〇中古住宅シェアは増加傾向だが全国平均と比較すると低い状況。 

 

■住宅の建設状況  

〇新設住宅着工戸数は近年増加傾向。 

 

■空き家の状況  

〇住戸数・空き家数ともに増加傾向、空き家率も上昇。 

〇「賃貸用の住宅」や利用用途がない「その他の住宅」が増加。 

〇「管理されておらず損傷が激しい」、危険度の高い空き家が急増。 

 

■市営住宅の状況  

〇29.6％の市営住宅が耐用年限を過ぎている。 

〇入居率は 66.8％、空き家率は 33.2％ 

 

■分譲マンションの状況  

〇分譲マンションストック数は 21,289戸。 

〇ストックの老朽化が今後懸念される。 
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(3) 市民意向（市民アンケート調査結果） ※速報版：結果概要 

対象 市内に住む１８歳から８０歳までの世帯主を無作為に抽出 

実施期間 令和３（２０２１）年５月１１日～６月２日（締め切り日） 

配布数・回収数 配布：3,000通、回収数 1,067通（6月１１日時点） 回収率 35.6％ 

1. あなたとご家族のことについて 

問 1 性別 問 2 年齢 問 3 家族構成 

   

問 4 同居家族の状況 

 

 

 

男性

783

73.4%

女性

276

25.9%

答えたくない

4

0.4%

無回答

4

0.4%

[n=1,067]

29歳以下

40

3.7%

30～39歳

100

9.4%

40～49歳

181

17.0%

50～59歳

186

17.4%60～64歳

112

10.5%

65～69歳

130

12.2%

70～74歳

179

16.8%

75歳以上

134

12.6%

無回答

5

0.5%

[n=1,067]

ひとり暮らし

243

22.8%

夫婦のみ

325

30.5%

二世代世帯

351

32.9%

三世代世帯

33

3.1% その他

105

9.8%

無回答

10

0.9%

[n=1,067]

 313

192

92

156

71

53

64

41

304

31

(29.3 %)

(18.0 %)

(8.6 %)

(14.6 %)

(6.7 %)

(5.0 %)

(6.0 %)

(3.8 %)

(28.5 %)

(2.9 %)

0 50 100 150 200 250 300 350 400

前期高齢者（65～74歳）

後期高齢者（75歳以上）

小学校未就学児

小・中学生

高校生

大学生

身体障がい者等

要支援・要介護認定者

上記に該当する家族はいない

無回答 [n=1,067]
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問 5 お住まいの場所（地区） 問 5 お住まいの場所（誘導区域内外） 問 6 世帯収入 

   

2. 現在お住まいの住宅について 

問 7.住宅の種類 問 8.住宅の建築年 

  

  

 

なし

51

4.8% 200万円

未満

169

15.8%

200～

300万円

未満

181

17.0%300～

500万円

未満

260

24.4%

500～

700万円

未満

188

17.6%

700～

1000万円

未満

123

11.5%

1000万円

以上

78

7.3%

無回答

17

1.6%

[n=1,067]

 

持ち家

（一戸建）

692

64.9%

民間借家

（アパート、賃

貸マンション

等）

181

17.0%

持ち家

（分譲マンション）

100

9.4%

民間借家

（一戸建）

26

2.4%

社宅、官舎、

公務員住宅など

24

2.2%

公的借家

（市・県営住

宅など）

23

2.2%

間借り、

住み込み

6

0.6%

民間借家

（長屋建）

3

0.3%

持ち家

（長屋建）

1

0.1%
その他

9

0.8%

無回答

2

0.2%

[n=1,067]

昭和35年以前

44

4.1%

昭和36年

～45年

89

8.3%

昭和46年

～55年

148

13.9%

昭和56年

～平成2年

153

14.3%平成3年

～12年

183

17.2%

平成13年

～22年

190

17.8%

平成23年

以降

174

16.3%

わからない

72

6.7%

無回答

14

1.3%

[n=1,067]

区域内

706

66.2%

区域外

361

33.8%

[n=1,067]

地名 回答数 地名 回答数 地名 回答数

木太町 72 藤塚町 8 牟礼町大町 3

国分寺町 61 松島町 8 田村町 3

香川町 50 飯田町 8 観光町 3

屋島西町 38 多賀町 7 御坊町 3

高松町 38 上之町 7 城東町 2

牟礼町 34 西春日町 6 西内町 2

仏生山町 25 栗林町 6 川島本町 2

伏石町 23 番町 6 常磐町 2

浜ノ町 21 川部町 6 前田西町 2

円座町 20 西植田町 6 室新町 2

香南町 19 鹿角町 6 亀水町 2

太田下町 19 香西北町 5 田町 2

多肥上町 19 郷東町 5 築地町 2

太田上町 19 紙町 5 植松町 1

宮脇町 17 松福町 5 瀬戸内町 1

林町 15 檀紙町 5 井口町 1

寺井町 14 香西東町 5 西ハゼ町 1

新田町 14 下田井町 5 花園町 1

松縄町 13 西町 5 西植田 1

鶴市町 13 生島町 5 丸亀町 1

三谷町 12 十川東町 5 前田東町 1

庵治町 12 茜町 5 古馬場町 1

多肥下町 12 東植田町 5 鍛冶屋町 1

成合町 11 屋島中町 5 三名町 1

福岡町 11 塩上町 5 男木町 1

桜町 11 中間町 5 室町 1

鬼無町 11 花ノ宮町 5 中新町 1

六条町 11 上天神町 4 上天神 1

元山町 10 香西本町 4 朝日町 1

屋島東町 10 岡本町 4 塩屋町 1

川島東町 10 神在川窪町 4 鶴屋町 1

今里町 10 松並町 4 亀田町 1

塩江町 10 亀田南町 4 天神前 1

三条町 10 中央町 4 紫雲町 1

扇町 10 小村町 4 東ハゼ町 1

西宝町 9 中山町 4 末広町 1

上福岡町 9 香西西町 3 内町 1

春日町 9 昭和町 3 紺屋町 1

上林町 9 池田町 3 百間町 1

楠上町 9 片原町 3 瓦町 1

香西南町 8 中野町 3 兵庫町 1

東山崎町 8 西山崎町 3 女木町 1

一宮町 8 勅使町 3 北浜町 1

十川西町 8 出作町 3

由良町 8 錦町 3
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問 9.住宅の間取りと広さ（居室、風呂、トイレ、台所等を含む） 

[間取り] 

問 9. 現在お住まいの住宅の間取りと広さ（居室、風呂、トイレ、台所等を含む） 

[広さ] 

  

問 10.希望・理想の住宅となっているか 問 10.希望・理想にあった住宅となっていない部分 
 

31.1%は理想にあった住宅となっていない。 

 

 

内外装の老朽化や設備面において十分ではないとする意向が強い。 

 

 

  

 ワンルーム

26

2.4% 1K

24

2.2%

1DK

19

1.8%

1LDK

37

3.5%
2K

9

0.8%

2DK

38

3.6%2LDK

102

9.6%
3K

28

2.6%

3DK

50

4.7%3LDK

187

17.5%

4DK

82

7.7%

4LDK以上

407

38.1%

その他

46

4.3%

無回答

12

1.1%

[n=1,067]

 

10坪未満

（33㎡未満）

50

4.7%

10坪台

（33～66

㎡未満）

140

13.1%

20坪台

（66～99㎡未満）

195

18.3%

30坪台

（99～132㎡未満）

222

20.8%

40坪台

（132～165㎡未満）

164

15.4%

50坪台

（165～198

㎡未満）

92

8.6%

60坪台

（198～231

㎡未満）

51

4.8%

70坪台

（231～264

㎡未満）

33

3.1%

80坪台

（264～297

㎡未満）

12

1.1%

90坪台

（297～330

㎡未満）

10

0.9%

100坪以上

（330㎡以上）

18

1.7%

無回答

80

7.5%

[n=1,067]

 

理想にあった

住宅となっている

531

49.8%理想にあった

住宅となっていない

332

31.1%

わからない

75

7.0%

無回答

129

12.1%

[n=1,067]

 
174

111

67

61

53

46

37

17

38

4

(52.3 %)

(33.3 %)

(20.1 %)

(18.3 %)

(15.9 %)

(13.8 %)

(11.1 %)

(5.1 %)

(11.4 %)

(1.2 %)

0 50 100 150 200

建物や内外装が老朽化している

住宅内の設備（冷暖房設備や給湯設備、バリアフリー設備など）が十分でない

買い物のしやすさや、交通利便性など立地環境が十分でない

間取り、部屋数が少なすぎる

部屋、住宅が狭すぎる

家賃や修繕費など住宅に係る費用が高い

間取り、部屋数が多すぎる

部屋、住宅が広すぎる

その他

無回答 [n=333]
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［クロス集計］ 世帯特性 × 希望・理想にあった住宅となっていない部分 
 

子育て世帯においては、現在の間取り、部屋数に不満を感じている。 

高齢者がいる世帯では、建物や設備の老朽化に不満を感じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不詳・不明分は総数から除いている 

問１０ 理想の間取り、部屋数 問 10 理想の広さ 

「間取り、部屋数が多すぎる」と回答した人の理想 「間取り、部屋数が少なすぎる」と回答した人の理想 「部屋、住宅が広すぎる」と回答した人の理想 「部屋、住宅が狭すぎる」と回答した人の理想 

    

 

  

合計 間取り、部屋数が
多すぎる

間取り、部屋数が
少なすぎる

部屋、住宅が広
すぎる

部屋、住宅が狭
すぎる

家賃や修繕費な
ど住宅に係る費
用が高い

建物や内外装が
老朽化している

住宅内の設備
（冷暖房設備や
給湯設備、バリア
フリー設備など）
が十分でない

買い物のしやすさ
や、交通利便性
など立地環境が
十分でない

その他 不明

319 37 59 17 51 46 165 106 63 36 2

100.0 % 11.6 % 18.5 % 5.3 % 16.0 % 14.4 % 51.7 % 33.2 % 19.7 % 11.3 % 0.6 %

111 22 9 9 13 10 71 45 31 11 0

100.0 % 19.8 % 8.1 % 8.1 % 11.7 % 9.0 % 64.0 % 40.5 % 27.9 % 9.9 % 0.0 %

55 12 5 3 6 7 30 21 10 6 1

100.0 % 21.8 % 9.1 % 5.5 % 10.9 % 12.7 % 54.5 % 38.2 % 18.2 % 10.9 % 1.8 %

24 0 10 0 11 2 6 6 4 0 1

100.0 % 0.0 % 41.7 % 0.0 % 45.8 % 8.3 % 25.0 % 25.0 % 16.7 % 0.0 % 4.2 %

45 0 19 1 13 6 16 10 6 2 0

100.0 % 0.0 % 42.2 % 2.2 % 28.9 % 13.3 % 35.6 % 22.2 % 13.3 % 4.4 % 0.0 %

25 1 9 1 7 7 11 6 3 7 0

100.0 % 4.0 % 36.0 % 4.0 % 28.0 % 28.0 % 44.0 % 24.0 % 12.0 % 28.0 % 0.0 %

14 1 5 0 2 1 7 4 2 1 0

100.0 % 7.1 % 35.7 % 0.0 % 14.3 % 7.1 % 50.0 % 28.6 % 14.3 % 7.1 % 0.0 %

20 2 1 1 3 5 9 8 6 4 0

100.0 % 10.0 % 5.0 % 5.0 % 15.0 % 25.0 % 45.0 % 40.0 % 30.0 % 20.0 % 0.0 %

13 4 1 2 1 2 10 9 3 0 0

100.0 % 30.8 % 7.7 % 15.4 % 7.7 % 15.4 % 76.9 % 69.2 % 23.1 % 0.0 % 0.0 %

89 8 17 5 12 18 45 29 17 12 0

100.0 % 9.0 % 19.1 % 5.6 % 13.5 % 20.2 % 50.6 % 32.6 % 19.1 % 13.5 % 0.0 %

小学校未就学児

後期高齢者（75
歳以上）

前期高齢者（65
～74歳）

全体

1～8に該当する
家族はいない

要支援・要介護
認定者

身体障がい者等

大学生

高校生

小・中学生

 
ワンルーム

1

2.7%

1K

0

0.0%

1DK

1

2.7%

1LDK

0

0.0%
2K

0

0.0%

2DK

2

5.4%

2LDK

8

21.6%

3K

0

0.0%

3DK

5

13.5%

3LDK

7

18.9%
4DK

0

0.0%

4LDK以上

4

10.8%

その他

0

0.0%

無回答

9

24.3%

[n=37]

ワンルーム

0

0.0%

1K

1

1.6%

1DK

2

3.3%

1LDK

2

3.3%
2K

3

4.9%
2DK

1

1.6%

2LDK

4

6.6%

3K

0

0.0%

3DK

2

3.3%

3LDK

13

21.3%

4DK

3

4.9%

4LDK以上

13

21.3%

その他

3

4.9%

無回答

14

23.0%

[n=61]

10坪未満

（33㎡未満）

0

0.0%

10坪台

（33～66㎡未

満）

0

0.0%
20坪台

（66～99㎡

未満）

2

11.8%

30坪台

（99～132㎡未満）

6

35.3%

40坪台

（132～

165㎡未

満）

1

5.9%

50坪台

（165～198㎡未満）

1

5.9%

60坪台

（198～

231㎡未

満）

1

5.9%

70坪台

（231～

264㎡未

満）

1

5.9%

80坪台

（264～

297㎡未

満）

0

0.0%

90坪

台

（297

～330

㎡未

満）

0

0.0%

100坪

以上

（330㎡

以上）

0

0.0%

無回答

5

29.4%

[n=17]

 10坪未満

（33㎡未満）

0

0.0%

10坪台

（33～66㎡未満）

5

9.4%

20坪台

（66～99㎡

未満）

6…

30坪台

（99～132

㎡未満）

10

18.9%
40坪台

（132～165

㎡未満）

9

17.0%50坪台

（165～198

㎡未満）

3

5.7%

60坪台

（198～231

㎡未満）

3

5.7%

70坪台

（231～264

㎡未満）

1

1.9%

80坪台

（264～297

㎡未満）

2

3.8%

90坪台

（297～330

㎡未満）

0

0.0%

100坪以上

（330㎡以上）

1

1.9%

無回答

13

24.5%

[n=53]
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3.住宅や周辺環境への評価 

問 11 住まい・住まいのまわりの環境の満足度 

現在の住まいの満足度 住まいのまわりの環境の満足度 
  

満足度が高い項目は、 

「日当たり・風通し」「冷暖房設備や給湯設備」「住宅の広さ、間取り、部屋数」。 

 

満足度が低い項目は、 

「省エネ性能」「バリアフリー設備（手すり、段差解消等）」「住宅の断熱性や気密性、遮音性」。 

 

  

満足度が高い項目は、 

「ごみ処理、公害など、衛生環境の良さ」「治安の良さ」「買い物など日常生活の利便性」。 

 

満足度が低い項目は、 

「地震や水害など災害対策の良さ」「公共交通・道路環境の良さ」「公共施設サービスなどの利便性」。 

 

 

  

 

  

 

満足

444

(41.6%)

515

(48.3%)

407

(38.1%)

245

(23.0%)

207

(19.4%)

247

(23.1%)

374

(35.1%)

248

(23.2%)

200

(18.7%)

149

(14.0%)

380

(35.6%)

251

(23.5%)

やや満足

361

(33.8%)

360

(33.7%)

379

(35.5%)

328

(30.7%)

429

(40.2%)

400

(37.5%)

436

(40.9%)

359

(33.6%)

365

(34.2%)

336

(31.5%)

286

(26.8%)

502

(47.0%)

やや不満足

171

(16.0%)

124

(11.6%)

169

(15.8%)

305

(28.6%)

297

(27.8%)

247

(23.1%)

183

(17.2%)

296

(27.7%)

306

(28.7%)

356

(33.4%)

177

(16.6%)

225

(21.1%)

不満

71

(6.7%)

47

(4.4%)

85

(8.0%)

162

(15.2%)

110

(10.3%)

147

(13.8%)

54

(5.1%)

138

(12.9%)

169

(15.8%)

184

(17.2%)

54

(5.1%)

54

(5.1%)

無回答

20

(1.9%)

21

(2.0%)

27

(2.5%)

27

(2.5%)

24

(2.2%)

26

(2.4%)

20

(1.9%)

26

(2.4%)

27

(2.5%)

42

(3.9%)

170

(15.9%)

35

(3.3%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

住宅の広さ、間取り、部屋数

日当たり・風通し

台所、浴室、トイレ等の設備

老朽度

防犯対策

安全性・耐震性

冷暖房設備や給湯設備

住宅の断熱性や気密性、遮音性

バリアフリー設備（手すり、段差解消等）

省エネ性能

住宅ローンや家賃

総合的な住宅への満足度

［n=1,067］

満足

229

(21.5%)

237

(22.2%)

251

(23.5%)

378

(35.4%)

256

(24.0%)

229

(21.5%)

282

(26.4%)

177

(16.6%)

245

(23.0%)

149

(14.0%)

203

(19.0%)

やや満足

557

(52.2%)

518

(48.5%)

496

(46.5%)

457

(42.8%)

407

(38.1%)

490

(45.9%)

571

(53.5%)

480

(45.0%)

604

(56.6%)

522

(48.9%)

648

(60.7%)

やや不満足

202

(18.9%)

191

(17.9%)

234

(21.9%)

151

(14.2%)

253

(23.7%)

253

(23.7%)

157

(14.7%)

287

(26.9%)

162

(15.2%)

290

(27.2%)

169

(15.8%)

不満

56

(5.2%)

44

(4.1%)

64

(6.0%)

61

(5.7%)

124

(11.6%)

64

(6.0%)

35

(3.3%)

94

(8.8%)

34

(3.2%)

73

(6.8%)

25

(2.3%)

無回答

23

(2.2%)

77

(7.2%)

22

(2.1%)

20

(1.9%)

27

(2.5%)

31

(2.9%)

22

(2.1%)

29

(2.7%)

22

(2.1%)

33

(3.1%)

22

(2.1%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

近所づきあいや地域との交流

子育てや教育施設の利便性

病院や福祉施設の利便性

買い物など日常生活の利便性

公共交通・道路環境の良さ

緑や公園・景観など環境の良さ

ごみ処理、公害など、衛生環境の良さ

地震や水害など災害対策の良さ

治安の良さ

公共施設サービスなどの利便性

総合的な住環境の満足度

［n=1,067］
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4.現在の住まいの防災や防犯、環境対策について 

問１２．現在の住まいの地震対策の状況 問 13. 耐震診断・耐震改修を実施する上での（又は実施した際の）問題点 
 

耐震診断について実施したいが、なかなか 

できないという意向が強い。 
 

 

耐震診断を実施する上での問題点は 

「資金がない」が最も高い。 
 

問１4．現在の住まいの防犯対策の状況 問１５．環境に配慮した住まいづくりの取り組みとして重要だと思うもの 
 

防犯対策について「特に何もしていない」が最も高い。 

 

 

「外壁等の断熱性や複層ガラス等の省エネ窓」や「ごみの減量」「再生可能エネルギーの利用」が高い。 

 

 

  

耐震診断を

実施したいと

思っているが、

なかなかできない

265

38.2%

住宅が新しく

（建築時期が昭和56年以降）、

耐震診断・耐震改修は必要ない

262

37.8%

耐震診断・

耐震改修には

関心がない

77

11.1%

耐震改修を

実施した

24

3.5%

耐震診断を

実施して

問題がなかった

16

2.3%

耐震診断を実施して

問題があったが

耐震改修は

実施していない

9

1.3%

耐震診断を

実施する

予定である

6

0.9%

その他

18

2.6%

無回答

17

2.4%

[n=694]

資金がない

220

31.7%

知識や情報が

不足している

72

10.4%

身近に相談できる

専門家や業者がいない

33

4.8%

隣家や周辺住民等の

理解が得られない

1

0.1%

特になし

78

11.3%その他

8

1.2%

無回答

281

40.5%
[n=693]

 
576

220

139

116

73

40

33

28

(54.0 %)

(20.6 %)

(13.0 %)

(10.9 %)

(6.8 %)

(3.7 %)

(3.1 %)

(2.6 %)

0 100 200 300 400 500 600 700

特に何もしていない

防犯に対して高い意識を持つようにしている

防犯設備（オートロックや防犯カメラ、セキュリティ設備等）が

設置された、防犯性の高いマンション、賃貸住宅等に居住している

自宅に防犯設備（オートロックや防犯カメラ、

セキュリティ設備等）を設置している

情報を得られるようにしている

（警察の防犯情報メールへの登録等）

地域で防犯活動をしている

その他

無回答 [n=1,067]

 

361

353

346

315

289

270

173

145

143

91

79

23

11

89

(33.8 %)

(33.1 %)

(32.4 %)

(29.5 %)

(27.1 %)

(25.3 %)

(16.2 %)

(13.6 %)

(13.4 %)

(8.5 %)

(7.4 %)

(2.2 %)

(1.0 %)

(8.3 %)

0 50 100 150 200 250 300 350 400

外壁等の断熱性や複層ガラス等の省エネ窓

ごみの減量

再生可能エネルギーの利用（太陽光・太陽熱等）

空調や給湯等の設備の省エネ性

節電の取り組み

住宅の長寿命化・維持保全

蓄電システムの導入

緑化

自然光の積極利用

自転車の積極利用

雨水利用

カーシェアリング

その他

無回答 [n=1,067]
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5.定住または転居の意向について 

問１６ 現在の住まいへの定住・転居意向 ［クロス集計］ 世帯特性 × 定住・転居意向 

 
  

いずれの世代においても、「ずっと住み続けたい」と考えられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不詳・不明分は総数から除いている 

問 17-1 転居したい場所 

 

  

 

ずっと住み続けたい

608

57.0%

当分は住み続けるが、

いずれ転居するつもり

206

19.3%

わからない

135

12.7%

転居したい

68

6.4%

その他

14

1.3%

無回答

36

3.4%

[n=1,067]

合計 ずっと住み続け
たい

当分は住み続け
るが、いずれ転
居するつもり

転居したい わからない その他 不明

1,036 594 197 65 134 13 33

100.0 % 57.3 % 19.0 % 6.3 % 12.9 % 1.3 % 3.2 %

313 219 26 14 38 3 13

100.0 % 70.0 % 8.3 % 4.5 % 12.1 % 1.0 % 4.2 %

192 126 21 10 19 2 14

100.0 % 65.6 % 10.9 % 5.2 % 9.9 % 1.0 % 7.3 %

92 48 28 6 7 2 1

100.0 % 52.2 % 30.4 % 6.5 % 7.6 % 2.2 % 1.1 %

156 90 28 12 21 1 4

100.0 % 57.7 % 17.9 % 7.7 % 13.5 % 0.6 % 2.6 %

71 38 14 6 9 3 1

100.0 % 53.5 % 19.7 % 8.5 % 12.7 % 4.2 % 1.4 %

53 26 13 5 8 1 0

100.0 % 49.1 % 24.5 % 9.4 % 15.1 % 1.9 % 0.0 %

64 35 11 6 5 2 5

100.0 % 54.7 % 17.2 % 9.4 % 7.8 % 3.1 % 7.8 %

41 24 5 3 4 0 5

100.0 % 58.5 % 12.2 % 7.3 % 9.8 % 0.0 % 12.2 %

304 143 83 23 46 4 5

100.0 % 47.0 % 27.3 % 7.6 % 15.1 % 1.3 % 1.6 %

小学校未就学児

後期高齢者（75
歳以上）

前期高齢者（65
～74歳）

全体

1～8に該当する
家族はいない

要支援・要介護
認定者

身体障がい者等

大学生

高校生

小・中学生

 

高松市内

124

45.3%

未定、

考えていない

86

31.4%

香川県外

28

10.2%

高松市外

16

5.8%

その他

11

4.0%

無回答

9

3.3%

[n=274]
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問１７-1転居したい理由（住まい） ［クロス集計］世帯特性 × 転居したい理由（住まい） 
 

「建物が古い、傷んでいるから」「住居費の高さ」「住宅設備面での不満」「住宅の面積の狭さ」 

が移住したい理由として挙げられている。 

 

 

高齢者がいる世帯では「建物の老朽化や設備面の不満」、子育て世帯では「住宅の面積の狭さ」、 

高校生がいる世帯においては「住居費の高さ」が移住したい理由として挙げられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

不詳・不明分は総数から除いている 

問１７-1．転居したい理由（住環境） ［クロス集計］世帯特性 × 転居したい理由（住環境） 
 

「親・子どもとの同居・近居」「買い物や娯楽施設などの不便さ」「道路環境や公共交通の不便さ」

が転居したい理由として挙げられている。 

 

 

高齢者や障がい者がいる世帯においては「買い物や交通利便性」、 

子育て世帯において「親や子どもとの同居や近居」が転居したい理由として挙げられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不詳・不明分は総数から除いている 

  

 73

58

56

56

32

24

14

75

29

(26.6 %)

(21.2 %)

(20.4 %)

(20.4 %)

(11.7 %)

(8.8 %)

(5.1 %)

(27.4 %)

(10.6 %)

0 10 20 30 40 50 60 70 80

建物が古い・傷んでいるため

住居費が高いため

住宅設備面で不満があるため

住宅の面積が狭いため

日当たり、風通しが悪いため

高齢者向け住宅・施設に転居したいため

住宅の面積が広いため

その他

無回答 [n=274]

合計 住宅の面
積が広いた

め

住宅の面
積が狭いた

め

建物が古
い・傷んで
いるため

日当たり、
風通しが悪
いため

住宅設備
面で不満
があるため

高齢者向
け住宅・施
設に転居し

住居費が
高いため

その他 不明

262 14 54 67 31 52 23 57 72 27

100.0 % 5.3 % 20.6 % 25.6 % 11.8 % 19.8 % 8.8 % 21.8 % 27.5 % 10.3 %

40 2 5 15 3 14 9 6 7 6

100.0 % 5.0 % 12.5 % 37.5 % 7.5 % 35.0 % 22.5 % 15.0 % 17.5 % 15.0 %

31 5 3 9 8 3 2 5 10 4

100.0 % 16.1 % 9.7 % 29.0 % 25.8 % 9.7 % 6.5 % 16.1 % 32.3 % 12.9 %

34 1 12 5 2 6 0 5 11 4

100.0 % 2.9 % 35.3 % 14.7 % 5.9 % 17.6 % 0.0 % 14.7 % 32.4 % 11.8 %

40 0 13 11 4 8 1 10 11 2

100.0 % 0.0 % 32.5 % 27.5 % 10.0 % 20.0 % 2.5 % 25.0 % 27.5 % 5.0 %

20 2 5 4 2 4 1 6 4 2

100.0 % 10.0 % 25.0 % 20.0 % 10.0 % 20.0 % 5.0 % 30.0 % 20.0 % 10.0 %

18 1 1 4 4 2 1 2 8 3

100.0 % 5.6 % 5.6 % 22.2 % 22.2 % 11.1 % 5.6 % 11.1 % 44.4 % 16.7 %

17 1 1 10 2 5 5 5 3 2

100.0 % 5.9 % 5.9 % 58.8 % 11.8 % 29.4 % 29.4 % 29.4 % 17.6 % 11.8 %

8 1 0 2 0 2 2 3 2 2

100.0 % 12.5 % 0.0 % 25.0 % 0.0 % 25.0 % 25.0 % 37.5 % 25.0 % 25.0 %

106 3 24 23 15 19 8 24 30 10

100.0 % 2.8 % 22.6 % 21.7 % 14.2 % 17.9 % 7.5 % 22.6 % 28.3 % 9.4 %

小学校未就学児

後期高齢者（75
歳以上）

前期高齢者（65
～74歳）

全体

1～8に該当する
家族はいない

要支援・要介護
認定者

身体障がい者等

大学生

高校生

小・中学生

 60

42

39

36

28

25

24

24

19

16

42

48

(21.9 %)

(15.3 %)

(14.2 %)

(13.1 %)

(10.2 %)

(9.1 %)

(8.8 %)

(8.8 %)

(6.9 %)

(5.8 %)

(15.3 %)

(17.5 %)

0 10 20 30 40 50 60 70

親や子どもと同居または近くに住むため

買い物や娯楽施設などに不便なため

道路環境や公共交通が不便なため

医療・介護施設が不便なため

現在の場所では建替えや改修が困難なため

ご近所つきあい等に不満があるため

防犯・防災に対する不安があるため

通勤・通学に不便なため

他の地域に魅力・愛着を感じるため

子育てや子どもの教育に適していないため

その他

無回答 [n=274]

合計 通勤・通学に
不便なため

買い物や娯
楽施設などに
不便なため

子育てや子
どもの教育に
適していない

ため

医療・介護施
設が不便な

ため

道路環境や
公共交通が
不便なため

防犯・防災に
対する不安
があるため

現在の場所
では建替えや
改修が困難
なため

親や子どもと
同居または
近くに住むた

め

ご近所つきあ
い等に不満
があるため

他の地域に
魅力・愛着を
感じるため

その他 不明

262 22 39 16 34 37 24 27 55 24 18 41 46

100.0 % 8.4 % 14.9 % 6.1 % 13.0 % 14.1 % 9.2 % 10.3 % 21.0 % 9.2 % 6.9 % 15.6 % 17.6 %

40 3 11 3 8 5 6 7 5 5 4 1 9

100.0 % 7.5 % 27.5 % 7.5 % 20.0 % 12.5 % 15.0 % 17.5 % 12.5 % 12.5 % 10.0 % 2.5 % 22.5 %

31 1 5 1 4 6 2 5 5 2 4 5 6

100.0 % 3.2 % 16.1 % 3.2 % 12.9 % 19.4 % 6.5 % 16.1 % 16.1 % 6.5 % 12.9 % 16.1 % 19.4 %

34 5 2 2 3 3 0 1 8 4 3 4 6

100.0 % 14.7 % 5.9 % 5.9 % 8.8 % 8.8 % 0.0 % 2.9 % 23.5 % 11.8 % 8.8 % 11.8 % 17.6 %

40 6 2 3 4 5 2 2 8 3 1 9 8

100.0 % 15.0 % 5.0 % 7.5 % 10.0 % 12.5 % 5.0 % 5.0 % 20.0 % 7.5 % 2.5 % 22.5 % 20.0 %

20 0 1 1 4 3 2 3 5 2 0 4 4

100.0 % 0.0 % 5.0 % 5.0 % 20.0 % 15.0 % 10.0 % 15.0 % 25.0 % 10.0 % 0.0 % 20.0 % 20.0 %

18 2 2 0 1 1 1 2 6 1 2 3 4

100.0 % 11.1 % 11.1 % 0.0 % 5.6 % 5.6 % 5.6 % 11.1 % 33.3 % 5.6 % 11.1 % 16.7 % 22.2 %

17 0 6 0 5 5 3 5 1 3 2 0 3

100.0 % 0.0 % 35.3 % 0.0 % 29.4 % 29.4 % 17.6 % 29.4 % 5.9 % 17.6 % 11.8 % 0.0 % 17.6 %

8 0 2 0 3 1 2 1 0 0 1 2 1

100.0 % 0.0 % 25.0 % 0.0 % 37.5 % 12.5 % 25.0 % 12.5 % 0.0 % 0.0 % 12.5 % 25.0 % 12.5 %

106 7 16 7 12 20 12 9 24 9 6 21 15

100.0 % 6.6 % 15.1 % 6.6 % 11.3 % 18.9 % 11.3 % 8.5 % 22.6 % 8.5 % 5.7 % 19.8 % 14.2 %

小学校未就学児

後期高齢者（75
歳以上）

前期高齢者（65
～74歳）

全体

1～8に該当する
家族はいない

要支援・要介護
認定者

身体障がい者等

大学生

高校生

小・中学生
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問１７-1．転居を考えるタイミング ［クロス集計］世帯特性 × 転居を考えるタイミング 
 

「契約更新時期」や「同居人の転居等」が移住を考えるタイミングとして 

挙げられている。 

 

 

高齢者においては、「同居人の転居等」、 

子育て世帯では、「進学」や子どもなど「同居人の転居等」を、移住を考えるタイミングで挙げている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

不詳・不明分は総数から除いている 

問１７-2．転居先の住宅として希望する住まい ［クロス集計］世帯特性 × 希望する住まい 
 

戸建住宅（持ち家）の意向が強い。 

 

 

後期高齢者や身体障がい者、要支援・要介護認定者がいる世帯を除き、戸建住宅（持ち家）の意向が強い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不詳・不明分は総数から除いている 

  

合計 就職するとき 進学するとき 結婚するとき 出産・子育て
が必要になっ

たとき

同居人が転居
等でいなくなっ

たとき

住宅の契約更
新時期がきた

とき

その他 不明

262 11 25 15 20 37 45 108 35

100.0 % 4.2 % 9.5 % 5.7 % 7.6 % 14.1 % 17.2 % 41.2 % 13.4 %

40 1 1 0 3 8 6 13 9

100.0 % 2.5 % 2.5 % 0.0 % 7.5 % 20.0 % 15.0 % 32.5 % 22.5 %

31 2 1 1 0 7 2 15 6

100.0 % 6.5 % 3.2 % 3.2 % 0.0 % 22.6 % 6.5 % 48.4 % 19.4 %

34 0 10 1 4 0 8 15 2

100.0 % 0.0 % 29.4 % 2.9 % 11.8 % 0.0 % 23.5 % 44.1 % 5.9 %

40 2 14 0 0 5 7 16 3

100.0 % 5.0 % 35.0 % 0.0 % 0.0 % 12.5 % 17.5 % 40.0 % 7.5 %

20 2 4 1 0 11 4 5 2

100.0 % 10.0 % 20.0 % 5.0 % 0.0 % 55.0 % 20.0 % 25.0 % 10.0 %

18 1 0 1 1 7 2 5 3

100.0 % 5.6 % 0.0 % 5.6 % 5.6 % 38.9 % 11.1 % 27.8 % 16.7 %

17 0 0 0 0 3 3 4 7

100.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 17.6 % 17.6 % 23.5 % 41.2 %

8 0 0 0 0 3 0 3 2

100.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 0.0 % 37.5 % 0.0 % 37.5 % 25.0 %

106 4 1 12 12 7 22 50 12

100.0 % 3.8 % 0.9 % 11.3 % 11.3 % 6.6 % 20.8 % 47.2 % 11.3 %

小学校未就学児

後期高齢者（75
歳以上）

前期高齢者（65
～74歳）

全体

1～8に該当する
家族はいない

要支援・要介護
認定者

身体障がい者等

大学生

高校生

小・中学生

113

90

48

23

19

16

10

11

22

(41.2 %)

(32.8 %)

(17.5 %)

(8.4 %)

(6.9 %)

(5.8 %)

(3.6 %)

(4.0 %)

(8.0 %)

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

戸建住宅（持ち家として）

アパート、賃貸マンション

分譲マンション

戸建住宅（借家として）

公的借家（市・県営住宅など）

高齢者向けのサービスや設備が整った民間賃貸住宅

老人ホームなどの介護施設

その他

無回答 [n=274]

47

38

25

20

15

11

114

38

(17.2 %)

(13.9 %)

(9.1 %)

(7.3 %)

(5.5 %)

(4.0 %)

(41.6 %)

(13.9 %)

0 20 40 60 80 100 120 140

住宅の契約更新時期がきたとき

同居人が転居等でいなくなったとき

進学するとき

出産・子育てが必要になったとき

結婚するとき

就職するとき

その他

無回答 [n=274]

合計 戸建住宅
（持ち家とし

て）

戸建住宅
（借家として）

分譲マンショ
ン

アパート、賃
貸マンション

公的借家
（市・県営住
宅など）

老人ホーム
などの介護
施設

高齢者向け
のサービスや
設備が整っ
た民間賃貸

その他 不明

262 108 23 45 86 18 10 15 11 21

100.0 % 41.2 % 8.8 % 17.2 % 32.8 % 6.9 % 3.8 % 5.7 % 4.2 % 8.0 %

40 15 4 6 10 5 4 4 2 2

100.0 % 37.5 % 10.0 % 15.0 % 25.0 % 12.5 % 10.0 % 10.0 % 5.0 % 5.0 %

31 7 5 3 10 3 3 0 4 4

100.0 % 22.6 % 16.1 % 9.7 % 32.3 % 9.7 % 9.7 % 0.0 % 12.9 % 12.9 %

34 16 4 8 12 1 0 0 1 3

100.0 % 47.1 % 11.8 % 23.5 % 35.3 % 2.9 % 0.0 % 0.0 % 2.9 % 8.8 %

40 19 8 7 18 0 0 1 1 2

100.0 % 47.5 % 20.0 % 17.5 % 45.0 % 0.0 % 0.0 % 2.5 % 2.5 % 5.0 %

20 14 3 4 4 1 0 1 0 1

100.0 % 70.0 % 15.0 % 20.0 % 20.0 % 5.0 % 0.0 % 5.0 % 0.0 % 5.0 %

18 9 2 4 5 1 0 1 1 2

100.0 % 50.0 % 11.1 % 22.2 % 27.8 % 5.6 % 0.0 % 5.6 % 5.6 % 11.1 %

17 5 2 1 6 3 2 3 1 1

100.0 % 29.4 % 11.8 % 5.9 % 35.3 % 17.6 % 11.8 % 17.6 % 5.9 % 5.9 %

8 1 0 0 2 1 1 1 1 2

100.0 % 12.5 % 0.0 % 0.0 % 25.0 % 12.5 % 12.5 % 12.5 % 12.5 % 25.0 %

106 43 6 20 37 6 2 8 3 8

100.0 % 40.6 % 5.7 % 18.9 % 34.9 % 5.7 % 1.9 % 7.5 % 2.8 % 7.5 %

小学校未就学児

後期高齢者（75
歳以上）

前期高齢者（65
～74歳）

全体

1～8に該当する
家族はいない

要支援・要介護
認定者

身体障がい者等

大学生

高校生

小・中学生
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問１8 住み続けたい理由（住まい） ［クロス集計］世帯特性 × 住み続けたい理由（住まい） 
 

「転居する理由がない」「現在の住宅に愛着がある」「住宅の広さや間取りに満足している」 

が住み続けたい理由として挙げられている。 

 

 

子育て世帯は「住宅の広さや間取りに満足している」ことが住み続けたい理由につながっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不詳・不明分は総数から除いている 

問 18．住み続けたい理由（住環境） ［クロス集計］世帯特性 × 住み続けたい理由（住環境） 
 

「転居する理由がない」「買い物や娯楽などに便利」「仕事や学校の都合上、通勤・通学に便利」 

が住み続けたい理由として挙げられている。 

 

 

高齢者がいる世帯は「買い物や娯楽などの利便性に満足している」ことが住み続けたい理由につながっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 406

290

276

204

94

57

29

12

13

(66.7 %)

(47.6 %)

(45.3 %)

(33.5 %)

(15.4 %)

(9.4 %)

(4.8 %)

(2.0 %)

(2.1 %)

0 100 200 300 400 500

転居する理由がないため

現在の住宅に愛着があるため

住宅の広さや間取りに満足しているため

日当たり、風通しが良いため

住宅設備に満足しているため

住居費が安いため

バリアフリー設備が充実しているため

その他

無回答 [n=609]

合計 住宅の広さや
間取りに満足
しているため

住居費が安い
ため

日当たり、風
通しが良いた

め

住宅設備に
満足している

ため

バリアフリー設
備が充実して
いるため

現在の住宅に
愛着があるた

め

その他 転居する理由
がないため

不明

595 271 54 201 92 29 284 12 398 12

100.0 % 45.5 % 9.1 % 33.8 % 15.5 % 4.9 % 47.7 % 2.0 % 66.9 % 2.0 %

220 78 21 76 27 11 120 6 151 3

100.0 % 35.5 % 9.5 % 34.5 % 12.3 % 5.0 % 54.5 % 2.7 % 68.6 % 1.4 %

126 61 12 51 12 12 68 2 81 3

100.0 % 48.4 % 9.5 % 40.5 % 9.5 % 9.5 % 54.0 % 1.6 % 64.3 % 2.4 %

48 22 4 12 15 1 20 1 25 0

100.0 % 45.8 % 8.3 % 25.0 % 31.3 % 2.1 % 41.7 % 2.1 % 52.1 % 0.0 %

90 42 4 27 16 4 32 1 57 2

100.0 % 46.7 % 4.4 % 30.0 % 17.8 % 4.4 % 35.6 % 1.1 % 63.3 % 2.2 %

38 23 3 14 2 1 16 0 26 0

100.0 % 60.5 % 7.9 % 36.8 % 5.3 % 2.6 % 42.1 % 0.0 % 68.4 % 0.0 %

26 19 1 10 0 1 13 0 21 1

100.0 % 73.1 % 3.8 % 38.5 % 0.0 % 3.8 % 50.0 % 0.0 % 80.8 % 3.8 %

35 17 0 11 4 4 21 1 23 0

100.0 % 48.6 % 0.0 % 31.4 % 11.4 % 11.4 % 60.0 % 2.9 % 65.7 % 0.0 %

24 9 4 9 0 3 18 2 13 0

100.0 % 37.5 % 16.7 % 37.5 % 0.0 % 12.5 % 75.0 % 8.3 % 54.2 % 0.0 %

143 77 16 54 25 2 59 3 91 5

100.0 % 53.8 % 11.2 % 37.8 % 17.5 % 1.4 % 41.3 % 2.1 % 63.6 % 3.5 %

小学校未就学児

後期高齢者（75
歳以上）

前期高齢者（65
～74歳）

全体

1～8に該当する
家族はいない

要支援・要介護
認定者

身体障がい者等

大学生

高校生

小・中学生

合計 仕事や学校
の都合上、
通勤・通学に
便利なため

買い物や娯
楽などに便
利なため

子育てや子
どもの教育に
適しているた

め

医療・介護
施設の利便
が良いため	

道路環境・
公共交通が
便利なため

防犯・防災
対策が十分
であるため

ご近所つきあ
いが良好な
ため

親、子どもが
同居または
近くに住んで
いるため

地域に魅力・
愛着がある
ため

その他 転居する理
由がないた

め

不明

594 146 205 33 96 139 13 108 123 111 9 379 17

100.0 % 24.6 % 34.5 % 5.6 % 16.2 % 23.4 % 2.2 % 18.2 % 20.7 % 18.7 % 1.5 % 63.8 % 2.9 %

219 21 85 10 40 54 7 41 41 45 4 146 4

100.0 % 9.6 % 38.8 % 4.6 % 18.3 % 24.7 % 3.2 % 18.7 % 18.7 % 20.5 % 1.8 % 66.7 % 1.8 %

126 18 35 2 28 29 1 26 25 30 3 83 7

100.0 % 14.3 % 27.8 % 1.6 % 22.2 % 23.0 % 0.8 % 20.6 % 19.8 % 23.8 % 2.4 % 65.9 % 5.6 %

48 28 14 10 3 5 0 8 14 6 0 20 1

100.0 % 58.3 % 29.2 % 20.8 % 6.3 % 10.4 % 0.0 % 16.7 % 29.2 % 12.5 % 0.0 % 41.7 % 2.1 %

90 52 24 15 5 13 0 12 25 13 0 49 3

100.0 % 57.8 % 26.7 % 16.7 % 5.6 % 14.4 % 0.0 % 13.3 % 27.8 % 14.4 % 0.0 % 54.4 % 3.3 %

38 19 10 5 6 11 2 5 8 5 0 19 3

100.0 % 50.0 % 26.3 % 13.2 % 15.8 % 28.9 % 5.3 % 13.2 % 21.1 % 13.2 % 0.0 % 50.0 % 7.9 %

26 11 8 1 4 9 0 6 2 2 0 18 3

100.0 % 42.3 % 30.8 % 3.8 % 15.4 % 34.6 % 0.0 % 23.1 % 7.7 % 7.7 % 0.0 % 69.2 % 11.5 %

35 9 11 3 13 8 0 3 7 6 0 21 1

100.0 % 25.7 % 31.4 % 8.6 % 37.1 % 22.9 % 0.0 % 8.6 % 20.0 % 17.1 % 0.0 % 60.0 % 2.9 %

24 4 8 0 5 7 1 4 3 5 0 15 1

100.0 % 16.7 % 33.3 % 0.0 % 20.8 % 29.2 % 4.2 % 16.7 % 12.5 % 20.8 % 0.0 % 62.5 % 4.2 %

143 35 53 1 22 39 3 26 26 27 4 94 2

100.0 % 24.5 % 37.1 % 0.7 % 15.4 % 27.3 % 2.1 % 18.2 % 18.2 % 18.9 % 2.8 % 65.7 % 1.4 %

小学校未就学児

後期高齢者（75
歳以上）

前期高齢者（65
～74歳）

全体

1～8に該当する
家族はいない

要支援・要介護
認定者

身体障がい者等

大学生

高校生

小・中学生

 
388

211

147

144

124

112

112

97

33

13

9

18

(63.8 %)

(34.7 %)

(24.2 %)

(23.7 %)

(20.4 %)

(18.4 %)

(18.4 %)

(16.0 %)

(5.4 %)

(2.1 %)

(1.5 %)

(3.0 %)

0 100 200 300 400 500

転居する理由がないため

買い物や娯楽などに便利なため

仕事や学校の都合上、通勤・通学に便利なため

道路環境・公共交通が便利なため

親、子どもが同居または近くに住んでいるため

地域に魅力・愛着があるため

ご近所つきあいが良好なため

医療・介護施設の利便が良いため

子育てや子どもの教育に適しているため

防犯・防災対策が十分であるため

その他

無回答 [n=608]
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6.中古住宅について 

問１9．中古住宅の購入への興味 問 20. 中古住宅を購入する場合、重要視すること：住まい（購入に興味がある人のみ回答） 
 

中古住宅購入に興味が「ない」が 7割以上を占める。 

 

 

耐震性やリフォーム済で内外装が綺麗であることが中古住宅の購入に重要となっている。 

 

問 20. 中古住宅を購入する場合、重要視すること：住環境（購入に興味がある人のみ回答） 問２１．中古住宅の購入に興味がない理由：（購入に興味がない人のみ回答） 
 

「通勤・買い物、病院等の利便性」や「災害への安全性、治安の良さ」が中古住宅の購入に重要となっている。 

 

 

「新築の方が気持ち良い」「維持管理・修繕が大変」「隠れた不具合や欠陥がありそう」が高い。 

 

 

 
 

ない

799

74.9%

将来的には検討する

可能性がある

105

9.8%

ある

89

8.3%

無回答

74

6.9%

[n=1,067]

 
127

123

84

67

44

8

5

(65.5 %)

(63.4 %)

(43.3 %)

(34.5 %)

(22.7 %)

(4.1 %)

(2.6 %)

0 50 100 150 200 250

耐震性がある

リフォーム済である・内外装が綺麗

住宅の設備や痛み具合等が事前にわかる

建築年が新しい

修繕履歴がわかる

その他

無回答 [n=194]

 
156

139

65

56

15

5

7

(80.4 %)

(71.6 %)

(33.5 %)

(28.9 %)

(7.7 %)

(2.6 %)

(3.6 %)

0 50 100 150 200 250

通勤や買い物、病院等の利便性

災害への安全性や治安の良さ

教育、子育て、福祉環境の充実

地域コミュニティの良さ

地域のブランド性、魅力

その他

無回答 [n=194]

 

255

244

197

118

113

89

49

48

46

34

24

7

176

59

(31.9 %)

(30.5 %)

(24.6 %)

(14.8 %)

(14.1 %)

(11.1 %)

(6.1 %)

(6.0 %)

(5.8 %)

(4.3 %)

(3.0 %)

(0.9 %)

(22.0 %)

(7.4 %)

0 50 100 150 200 250 300 350

新築の方が気持ち良いから

古く、維持管理や修繕が大変そうだから

隠れた不具合や欠陥がありそうだから

耐震性や断熱性など、品質が低そうだから

中古物件に住むことに抵抗があるから

価格が妥当かわからないから

中古住宅に関する情報がないから

保証やアフターサービスが無いと思うから

持ち家を持ちたくない、戸建て住宅に住みたくないから

良い物件がないから

価格が高すぎるから

住宅の価格・価値が低くなりそうだから

その他

無回答 [n=800]
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7.空き家について 

問 2２．現在の住まい以外の住宅の所有状況 問 23.空き家の今後の利用についての意向（空き家所有者のみ） 
 

 

 

「空き家のまま維持する」が最も高い。 
 

問 24.空き家について望む支援内容 
 

「除却時の費用補助」や「リフォーム時の費用補助」「家財等処分時の費用補助」など費用補助に関するニーズが強い。 

 

  

 

所有していない

825

77.3%

所有しており

自身（又は家族）が

利用している

75

7.0%

所有しているが

空き家になって

いる

73

6.8%

所有しており

賃貸している

35

3.3%
無回答

59

5.5%

[n=1,067]

 

空き家のまま

維持する

（物置を含む）

27

36.5%

自分や

親族などが

別荘として

利用する

11

14.9%

住宅を

売却する

10

13.5%

さら地にして

売却・土地活

用する

7

9.5%

住宅を

解体し、

空き地

にしてお

く

5

6.8%

借家として賃

貸する

4

5.4% その他

8

10.8%

無回答

2

2.7%

[n=74]［n=73］ 

 
508

471

410

357

331

231

51

65

(47.6 %)

(44.1 %)

(38.4 %)

(33.5 %)

(31.0 %)

(21.6 %)

(4.8 %)

(6.1 %)

0 100 200 300 400 500 600

除却時の費用補助制度

リフォーム時の費用補助制度

家財等処分時の費用補助制度

空き家の利活用に関する情報提供

空き家対策についての相談窓口

空き家の日常的な管理・メンテナンス

その他

無回答 [n=1,067]
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8.高齢者・障がい者や子育て世代の住まいについて 

問２５．高齢者や障がい者が安心して暮らせるために必要なこと 問 26. 子育てしやすい住環境の充実のために必要なこと 
 

「日常生活を支援するための福祉サービスの充実」や「住宅のバリアフリー化」のニーズが強い。 

 

 

「保育施設など子育て支援施設の整備充実」や「地域に子どもが安心して過ごせる場所の整備」 

のニーズが強い。 

 

9.新型コロナウイルスに伴う生活変化について 

問２7．新型コロナウイルスなど近年の社会変化によって、あなたの生活に変化を与えたこと 
 

「収入減により、住宅にかける費用の支出、家計などが厳しくなった」や「別荘地、実家など、人が少ない場所で過ごすことが多くなった、あるいは過ごすことを検討した」が高い。 

 

 

 
 

 
583

364

243

222

206

166

42

20

60

(54.6 %)

(34.1 %)

(22.8 %)

(20.8 %)

(19.3 %)

(15.6 %)

(3.9 %)

(1.9 %)

(5.6 %)

0 100 200 300 400 500 600 700

日常生活を支援するための福祉サービスの充実

住宅のバリアフリー化の推進

老人ホームなど福祉施設の建設の推進

地域で支えるための仕組みの充実

高齢者や障がい者向けの賃貸住宅の供給

資産活用の支援などによる経済面からの安心の充実

民間の賃貸住宅への入居あっせんの充実

その他

無回答 [n=1,067]

 
477

445

307

219

141

133

28

25

82

(44.7 %)

(41.7 %)

(28.8 %)

(20.5 %)

(13.2 %)

(12.5 %)

(2.6 %)

(2.3 %)

(7.7 %)

0 100 200 300 400 500 600

保育施設など、子育て支援施設の整備充実

地域に子どもが安心して過ごせる場所の整備

子育て世帯の住宅費負担の軽減

子育てに配慮した住環境

子育て    など地域の子育て支援活動の充実

育児に関する情報提供や相談窓口の充実

       などがある子育て支援     の建設

その他

無回答 [n=1,067]

 297

151

105

81

24

322

214

(27.8 %)

(14.2 %)

(9.8 %)

(7.6 %)

(2.2 %)

(30.2 %)

(20.1 %)

0 100 200 300 400

収入減により、住宅にかける費用の支出、家計などが厳しくなった

別荘地、実家など、人が少ない場所で過ごすことが

多くなった、あるいは過ごすことを検討した

在宅により仕事をすることが多くなった

ネット環境など在宅で仕事をするための

環境整備を自宅に行った、あるいは整備を検討した

人が少ない場所への移住や住宅購入を行った、あるいは検討した

その他

無回答 [n=1,067]
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市民意向まとめ 

■現在お住まいの住宅について  

〇およそ 3割が「理想の住宅となっていない」という意向であり、その理由として、内外装の老朽化や設備面において十分ではないとする意向が強い。 

〇子育て世帯においては、現在の間取り、部屋数が十分ではないという意向であり、高齢者がいる世帯では、建物や設備面について十分ではないとする意向が強い。 

 

■住宅や周辺環境の評価について  

〇満足度が高い項目は、住まいでは「日当たり・風通し」「冷暖房設備や給湯設備」「住宅の広さ、間取り、部屋数」. 

住環境では「ごみ処理、公害など、衛生環境の良さ」「治安の良さ」「買い物など日常生活の利便性」。 

〇満足度が低い項目は、住まいでは「省エネ性能」「バリアフリー設備（手すり、段差解消等）」「住宅の断熱性や気密性、遮音性」。 

住環境では「地震や水害など災害対策の良さ」「公共交通・道路環境の良さ」「公共施設サービスなどの利便性」。 

 

■現在の住まいの防災や防犯、環境対策について  

  〇耐震診断については「実施したいがなかなかできない」という意向が強い。その要因として「資金がない」という理由が挙げられている。 

  〇防犯対策は「何もしていない」という回答が高い。 

  〇環境対策では「外壁等の断熱性や複層ガラス等の省エネ窓」や「ごみの減量」「再生可能エネルギーの利用」が重要とする回答が高い。 

 

■定住または転居の意向について  

  〇高齢者がいる世帯では「建物の老朽化や設備面の不満」「買い物や交通利便性」が転居したい理由として挙げられている。転居を検討するタイミングは「同居人の転居等」となっている。 

   一方で、「買い物や娯楽などの利便性に満足している」ことが高いことが、住み続けたい理由につながっている。 

〇子育て世帯では「住宅の面積の狭さ」「親や子どもとの同居、近居」などが転居したい理由として挙げられている。転居を検討するタイミングは「進学」「同居人の転居等」となっている。 

   一方で、「住宅の広さや間取りに満足している」ことが高いことが、住み続けたい理由につながっている。 

 

■中古住宅について  

  〇中古住宅購入に興味が「ない」が 7割以上を占める。 

  〇中古住宅購入においては、「耐震性があること」や「リフォーム済みであること」「通勤・買い物、病院等の利便性」や「災害への安全性、治安の良さ」が重要視されている。 

  〇中古住宅に興味がない理由は、「新築の方が気持ち良い」「維持管理・修繕が大変」「隠れた不具合や欠陥がありそう」が高い。 

 

■空き家について  

  〇空き家の今後の利用については、「空き家のまま維持する」が最も高い。 

  〇空き家についての支援では、「除却時の費用補助」や「リフォーム時の費用補助」「家財等処分時の費用補助」など費用補助に関するニーズが強い。 

 

■高齢者・障がい者や子育て世代の住まいについて  

  〇高齢者・障がい者が安心して暮らせるためには、「日常生活を支援するための福祉サービスの充実」や「住宅のバリアフリー化」のニーズが強い。 

  〇子育て世代が安心して暮らせるためには、「保育施設など子育て支援施設の整備充実」や「地域に子どもが安心して過ごせる場所の整備」のニーズが強い。 

 

■新型コロナウイルスなどの社会変化について  

〇新型コロナウイルスにより、「収入減による、住宅にかける費用の支出、家計が厳しくなった」、「別荘地、実家等、人が少ない場所で過ごすことが多くなった、過ごすことを検討した」などの影響がみられた。 

 
 

 



38 

 

 

3 住宅施策の基本的な方針と目標 

(1) 関連法令、計画等からみる住まい・住環境づくりへの配慮事項 

  
［全体事項］ 

✓国・県の動向や住宅施策との整合 

✓「高松市豊かな住まいづくり条例」の考え方に基

づく住宅施策の構築・推進 

✓総合計画における都市像やまちづくりの目標、

施策の方向性等との整合 

✓人口減少を踏まえた、子育てや、移住・定住施策

との整合 

［国・県計画］ ［高松市：関連計画］ 

［高松市：関連計画］ 

第 6次高松市総合計画 
高松市まちづくり戦略計画（第 3期） 

香川県住生活基本計画（見直し中） 

①安全で良質な住宅の確保 

②多様なニーズに応じた居住環境の形成 

③住宅セーフティネット機能の確保と強化 

住生活基本計画（全国計画：R3.3.19改定） 

【①「社会環境の変化」の視点】 

目標１ 新たな日常、DXの推進等 

目標２ 安全な住宅・住宅地の形成等 
 

【②「居住者・コミュニティ」の視点】 

目標３ 子どもを産み育てやすい住まい 

目標４ 高齢者等が安心して暮らせる 

コミュニティ等 

目標５ セーフティネット機能の整備 
 

【③「住宅ストック・産業」の視点】 

目標６ 住宅循環システムの構築等 

目標７ 空き家の管理・除却・利活用 

目標８ 住生活産業の発展 

［法令］ 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給
の促進に関する法律 

住生活基本法 

空家等対策の推進に関する特別措置法 

建築物の耐震改修の促進に関する法律 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律 

高齢者の居住の安定確保に関する法律 

高松市都市計画マスタープラン 

多核連携型コンパクト・エコシティ 
推進計画 

高松市立地適正化計画 

高松市空家等対策計画 

高松市市営住宅長寿命化計画 

高松市耐震改修促進計画 

高松市高齢者保健福祉計画 

高松市子ども子育て支援推進計画 

第 2期たかまつ創生総合戦略 

［高松市：条例］ 

高松市豊かな住まいづくり条例 

［居住者の視点］ 
 
✓子どもを産み育てやすいまちの実現に向けて、世帯

の子育てと仕事の両立や、子育て施策等と住まいづ

くりの連携 

 

✓高齢者、子育て世帯、障がい者や低額所得者などあら

ゆる世代が住み慣れた地域で生活が続けられるよ

う、セーフティネットの確保や、各種福祉サービス等

と住まいづくりの連携 

 

✓ ［地域・まちづくりの視点］ 
 
✓「多核連携型コンパクト・エコシティ」の実現に向けて、

居住誘導区域、都市機能誘導区域への集約を見据え

た住まいづくりや誘導施策等との連携、公共交通を

基軸とした環境負荷の少ないまちづくりなど 
 
✓誰もが住み慣れた地域で暮らせるよう、住民参加の
支え合いや地域づくりによる地域コミュニティの形成
と連携した住まいづくり 

［住宅ストックの視点］ 
 
✓住まいにおける耐震改修の促進 
 
✓長期優良住宅の普及をはじめとした良質な住宅ス

トックの形成 
 
✓空き家の適正管理、利活用、除却、空き家化の予防

や、中古住宅の流通推進など 
 
✓市営住宅などの適切な維持・管理のほか、市営住宅の

需要に配慮した住まいづくり 
 

 

たかまつ障がい者プラン 

高松市地域福祉計画 

子ども・子育て支援法など 
（子ども・子育て支援 3法） 

都市計画法 

都市再生特別措置法 

＜計画や住宅施策等において配慮すべき事項＞ 

第 3期高松市中心市街地活性化 
基本計画 
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(2) 現状を踏まえた将来展望 

 

 

 

 

  

将来展望 

✓コロナ禍や ICTの発展により、在宅勤務や二
地域居住といった、柔軟な暮らし方や働き方の
ニーズがさらに高まることが予測される 

 
✓単身高齢者、高齢夫婦の増加により、将来一人
暮らしや自立した暮らしが困難となる高齢者が
増加し、地域包括ケアのニーズ等も高まること
が予測される 

 
✓ひとり親や共働き夫婦の増加、さらにはコロナ
禍による収入減により、子育てしながら働きや
すい環境がより強く求められることが予測さ
れる 

 
✓コロナ禍などの収入減による、低額所得者、住
宅確保要配慮者の増加が予測される 

■人口・世帯の変化 

〇人口は減少傾向 

〇世帯人員は減少 

■高齢者の状況 

〇高齢化が一層進行 

〇高齢単身世帯、高齢夫婦世帯が増加 

 

■子育て世帯の状況 

〇ひとり親の子育て世帯が増加 

〇核家族化、さらに共働き夫婦も増加 

 

■若者世代の状況 

〇20代の転出超過が顕著となっている 

〇コロナ禍により地方移住ニーズが高まり

つつある 

 
■防災 

〇河川浸水や津波浸水により市街地浸水

の懸念 

〇広い範囲で地震の被害が想定 

■コミュニティ・防犯 

〇自治会加入率は年々減少 

 

■土地利用 

〇市街地が拡大している 

 

■住宅性能 

〇旧耐震基準住宅は24.7％、診断未実施が多い 

〇バリアフリー設備のある住宅は少ない 

〇省エネ設備のある住宅は未だ少ない 

■住宅供給 

 〇新設住宅着工数は増加傾向 

〇分譲マンションストックの老朽化が懸念 

〇子育て世帯は手狭、高齢者には広い居住面積 

■リフォーム・中古住宅 

〇中古住宅シェアは増加傾向だが依然とし

て低い状況 

〇リフォーム工事実績は未だ少ない 

 

■空家の状況 

〇空き家数、空き家率の増加 

〇危険度の高い空き家が急増 

■市営住宅 

〇29.6％の市営住宅が耐用年限超過 

 

 

 

 

■高齢者の意向 

〇住宅の老朽化や設備面、買い物等の利便性を重視 

 

 

 

〇住宅の広さや間取りがあるかを重視 

 

 

■社会変化 

〇コロナ禍により、「収入減」の状況がある、また「人が少ない場所で過ごす」

意識が高まっている 

 

 

 
■防災の意向 

〇地震や水害など災害対策の良さに関する満足度が低い 

 

 

■コミュニティ・防犯の意向 

〇防犯対策に対する意識が低い 

 〇子どもが安心して過ごせる場所が求められている 

■ 

〇買い物や交通利便性等について高齢者等から重要視されている 

 

■住宅性能の意向 

〇耐震診断は実施したいが「資金面」が課題 

〇バリアフリー設備について満足度が低い 

〇省エネ性能について満足度が低い 

■住宅供給 

〇子育て世帯は、住宅の広さや間取りがあるかを重視 

 

 

■リフォーム・中古住宅 

〇中古住宅購入に「興味がない」が７割以上 

〇耐震性・安全性、立地の良さ等が中古住宅で重要視されている 

〇修繕や不具合への不安が中古住宅にある 

 

■空家の状況 

〇空き家を「空き家のまま維持する」という回答が多い 

〇空き家の除却・リフォーム等の費用補助ニーズが強い 

■人口・世帯 

■高齢者 

■子育て世帯 

■その他人口移動・社会変化 

■防災 

■コミュニティ・防犯 

■土地利用・都市計画 

■住宅性能 

■住宅供給 

■中古住宅・リフォーム 

■空き家の状況 

■市営住宅 

〇国土強靭化の推進 

〇環境に配慮した住宅の推進 

〇IoT住宅の普及 

〇テレワークの推進 

〇スマートシティの展望 

〇コンパクト・プラス・ネットワーク 

〇ゼロカーボンシティの推進 

〇ＳＤＧｓの推進 

〇民間活力の活用等 
〇住宅循環システムの構築 
 
 

〇セーフティネット住宅の推進 

〇若年・子育て世帯が安心して 

  暮らせる住生活 
 

〇シェアリングエコノミー 
〇住宅循環システムの構築 
 

✓大規模自然災害により、市街地などへの甚
大な被害につながる恐れがある 

 
✓子どもが安心して過ごせる場所が求められ
る中、地域コミュニティの活力低下が、治安
の悪化、見守り支援等の不足につながり、良
好な子育て環境の阻害につながる可能性が
ある 

 
✓高齢化により、移動が困難な高齢者が増加
することが予測される。これに伴い、より買
い物利便性や交通利便性の高い地域等への
移住や利用しやすい公共交通に向けたニー
ズがより高まることが予測される 

 
✓耐震性のない住宅や危険な空き家等が増加
することで、景観等の阻害や、災害時の被害
など良質な住環境の形成を阻害する可能性
がある  

 
✓分譲マンションの適正な維持管理ができなく
なると、老朽化による、ストックの安全面の低
下や、空き家化等につながる可能性がある 

 
✓中古住宅シェアは増加しているものの、依然
として低く、購入に興味をもつ人が少ない状
況にある。流通停滞により、更なる空き家の
増加につながる可能性がある 

 
✓高齢者の増加や、環境負荷の少ない住宅づく
りが求められる中、バリアフリー性能や省エネ
性能の満足度が低く、市内への移住、定住し
やすい環境づくりの阻害になる可能性がある 

 
✓市営住宅の老朽化や維持管理面での対応、
住宅セーフティネット確保に向けた対応が必
要 

①重要キーワード 
 
 

 

②住まい・住環境における高松市の現況 
 

③市民意向 
 

居
住
者
の
視
点 

地
域
・ま
ち
づ
く
り
の
視
点 

住
宅
ス
ト
ッ
ク
の
視
点 

〇セーフティネット住宅の推進 

〇高齢者が自立して暮らせる

住生活 
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(3) 考えられる施策の方向性・イメージ 

 
 

【若者単身】 
例）多様な働き方・暮らし方に 
あわせた住宅・住環境がある 

 
 

【子育て世帯】 
例）子育てしやすい住宅や住環境 

がある 

【高齢者】 
例）高齢者に配慮された住宅や、 
利便性の高い住環境がある 

将来展望＋基本理念＋配慮事項を踏まえた主要課題 

誰もが安心して暮らせる環境の確保 
  
✓コロナ禍や ICTの発展、テレワークの推進
等を踏まえた柔軟な暮らし方の実現 

 
✓子育て世帯の家族形態の多様化や子育て
ニーズなどに対応した住宅・住環境の確保 

 
✓高齢者や住宅確保要配慮者など、あらゆる
属性に対応した住宅・住環境の確保 

災害に強く、住みやすく快適なまちづくりの
推進 

 
✓自然災害に強い、強靭な住環境の形成や
防災体制の構築 

 
✓地域コミュニティの維持・活性化による、
防犯・防災体制の整った安全・安心な住環
境の確保 

 
✓コンパクトプラスネットワークや、スマート
シティ、SDGｓを踏まえた、住みやすい住
環境の確保や利便性の高い市街地への居
住の誘導 

 

環境にも配慮した良質な住宅ストック形成
と循環、適切な維持管理の推進 

 
✓カーボンニュートラルの実現に向けた省エ
ネ住宅普及や性能向上、バリアフリー性能
などを備えた、良質な住宅ストックの適切
な更新やマンション等の維持管理推進 

 
✓中古住宅への不安等を踏まえた、より消
費者が安心して中古住宅を購入できる市
場環境の構築推進 

 
✓空き家の増加を踏まえた、空き家の適切
な予防・管理、流通や活用促進の支援・補
助の推進 

 
✓市営住宅の老朽化などを踏まえた、適切
な維持管理や長寿命化の推進、民間住宅
ストックの活用 

基本目標１：多様な世代が安心して暮らせるまち             
 
施策① 地域特性やライフスタイルに応じた暮らし方の実現 

例）IoTやＩＣＴなどの先端技術を踏まえた住環境づくり 

例）二地域居住などの推進 

例）テレワーク環境の整備推進 など 
 

施策② 若者に選ばれるまちの実現に向けた子育て環境の充実 

例）子育て世代が暮らしやすい住宅ストック形成、子育て施策との連携 など 
 

施策③ あらゆる世代が安定して生活できる住まい・住環境の実現 

例）高齢者向け住宅の確保 例）地域包括ケアシステムの連動・推進 

例）住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進 など 
 

基本目標 2：活力にあふれ災害に強いまち                
 

施策① 災害に強いまちの実現 

例）浸水被害の軽減に向けた対策 例）住宅・市街地の耐震性の向上 

例）自助、共助による地域防災力の強化  

例）災害危険性の高いエリアでの住宅地開発抑制 など 
 

施策② 活力あふれる住みやすい住環境づくり 

例）立地適正化計画との連携による居住誘導区域への誘導推進 

  （利便性の高いまちなかへの居住推進） など 
 

基本目標３：良質なストックが循環するまち                
 
施策① 環境にやさしく、良質な住宅ストックの更新 

例）バリアフリー化の推進    例）省エネルギー住宅・設備の普及支援  

例）マンション等共同住宅の維持管理等の促進 など 
 

施策② 中古住宅市場の活性化 

例）インスペクションや既存住宅売買瑕疵保険加入等の推進  

例）良質既存住宅の認証制度の実施 など 
 

施策③ 空き家の適正管理・利活用推進 

例）空き家の適正管理に関する意識啓発 

例）空き家の除却支援    例）空き家バンクとの連携 など 
 

施策④ 市営住宅の適正供給 

例）長寿命化計画に基づく適正管理・ストックの改善 

例）市営住宅管理の民間活用（借上公営住宅の推進） など 
 

本市は、コンパクトで利便性の高いまちの実

現や、ゼロカーボンシティ実現に向けた環境に

やさしい都市の形成を目指しています。 

一方で、多様なニーズや社会環境の変化、若

者や子育て世帯の転出、単身高齢者の増加、地

域コミュニティの希薄化など、住み続けられる

まちづくりにおいて課題があります。 

このことを踏まえ、今後 10 年においては、

コンパクトなまちづくりや、環境に配慮した持

続可能な住まいづくりとともに、就職から結

婚・育児、退職・老後に至るライフステージにあ

わせた住宅施策を展開することで、多様な世

代のニーズに対応した豊かな住生活の実現を

目指します。 

 

基 本 理 念 
 

多様なニーズに対応する、 

持続可能で豊かな住生活 

の実現 

多様な世代のニーズに対応した 

住まい・住環境づくり 

 

まちづくり 

利便性の高い 

コンパクトな 

まちづくり 

ゼロカーボンシティ 

実現向けた環境に 

やさしい持続可能な 

住まいづくり 

【関連する SDGｓ】 

【関連する SDGｓ】 

【関連する SDGｓ】 

移住・定住（選ばれるまち）の活性化等に向けて、
ライフスタイル別の施策や考え方（理念等）を整理
※内容は理念・考え方の一例、今後検討予定 


